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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 

回次 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1）連結経営指標等    

売上高（百万円） 148,385 147,276 154,385 152,821 159,823

経常利益（百万円） 3,852 3,950 5,755 6,626 5,536

当期純利益（百万円） 2,719 1,961 2,604 4,296 3,093

純資産額（百万円） 69,265 79,082 79,953 95,807 98,837

総資産額（百万円） 168,748 182,130 187,083 209,713 202,241

１株当たり純資産額（円） 286.74 340.97 344.89 417.54 410.11

１株当たり当期純利益（円） 10.79 8.01 10.97 18.39 13.49

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

10.79 － － － －

自己資本比率（％） 41.0 43.4 42.7 45.7 46.5

自己資本利益率（％） 3.8 2.6 3.3 4.9 3.3

株価収益率（倍） 13.81 21.97 25.62 22.84 24.24

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

12,805 7,163 10,292 12,035 3,814

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△6,925 △3,708 △8,970 △5,727 △3,858

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△9,803 △5,459 △ 80 △5,945 △4,133

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

14,716 12,694 13,926 14,704 10,736

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

6,693 
（1,224）

6,594
（1,278）

6,445
（1,306）

6,293 
（1,296）

5,812
（1,165）



 （注）１．売上高は、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）抜きで記載している。 

２．第199期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

３．連結の第196期並びに提出会社の第195期及び第196期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、調整計算の結

果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載していない。また、第197期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

回次 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(2）提出会社の経営指標等    

売上高（百万円） 101,093 101,097 106,065 101,078 106,441

経常利益（百万円） 2,373 2,384 3,498 3,482 3,063

当期純利益（百万円） 1,365 1,451 1,810 2,158 2,557

資本金（百万円） 22,040 22,040 22,040 22,040 22,040

発行済株式総数（千株） 246,939 246,939 246,939 246,939 246,939

純資産額（百万円） 68,006 77,714 77,897 90,253 86,738

総資産額（百万円） 130,700 145,858 148,845 168,057 159,727

１株当たり純資産額（円） 281.73 335.29 336.20 393.41 378.28

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額）
（円） 

4.00 
（－）

4.00
（－）

5.00
（－）

5.00 
（－）

5.00
（－）

１株当たり当期純利益（円） 5.48 6.06 7.73 9.24 11.15

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 52.0 53.3 52.3 53.7 54.3

自己資本利益率（％） 1.9 2.0 2.3 2.6 2.9

株価収益率（倍） 27.19 29.04 36.35 45.45 29.33

配当性向（％） 73.0 66.0 64.7 54.1 44.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)(人) 

1,945 
（262）

1,886
（279）

1,805
（294）

1,790 
（279）

1,781
（313）



２【沿革】 

 

年次 沿革

明治21年３月 「有限責任 倉敷紡績所」創立（資本金10万円） 

22年10月 倉敷本社工場（現在の「倉敷アイビースクエア」所在地）において、綿紡績の操業を開始 

26年７月 商法施行により社名を「倉敷紡績株式会社」と改称 

大正４年５月 万寿工場（のちに「倉敷工場」と改称…現在、倉敷チボリ公園用地として貸与）を新設 

10年１月 早島紡績株式会社を合併し、早島工場（現在、倉敷繊維加工㈱早島工場用地として貸与）を設

置 

11年12月 岡山染色整理株式会社を合併し、岡山北方工場（現在の岡山工場）を設置 

昭和８年12月 三豊紡績株式会社を合併し、観音寺工場及び丸亀工場を設置 

10年５月 倉敷毛織株式会社（のちに当社に合併、現在の津工場）を設立し、羊毛部門へ進出 

13年９月 北条工場を新設 

17年２月 長谷川毛糸紡績株式会社を合併し、木曽川工場（現在、木曽川ショッピングビルとして貸与）

を設置 

23年12月 倉敷繊維加工株式会社を設立（設立時の社名・山陽レース株式会社）（現・連結子会社） 

24年５月 東京証券取引所、大阪証券取引所に株式上場 

24年８月 倉敷機械株式会社を設立（設立時の社名・倉敷機械工業株式会社）（現・連結子会社） 

26年10月 安城工場を新設 

32年８月 ラニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル有限会社を設立（設立時は株式会社） 

33年７月 倉敷染工株式会社（当社京都工場を分離）を設立（現・連結子会社） 

36年４月 日本ジフィー食品株式会社へ出資（出資時の社名・日本インスタント食品株式会社）（現・連

結子会社） 

37年11月 寝屋川工場を新設し、ポリウレタンフォームなどの化成品事業に進出 

38年１月 技術研究所を設置 

43年10月 タイ・クラボウ株式会社を設立（現・連結子会社） 

44年11月 東名化成株式会社を設立（現・連結子会社） 

44年12月 大正紡績株式会社へ出資（現・連結子会社） 

45年３月 環境制御装置などのエンジニアリング事業に進出 

46年11月 裾野工場を新設 

47年11月 コトニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル有限会社を設立 

49年４月 化成品部門、合成木材・機能フィルム分野に進出 

51年３月 色彩管理システム、生産管理システムなどのエレクトロニクス事業へ進出 

51年６月 株式会社クラボウテキスタイルへ出資（出資時の社名・高宮株式会社）（現・連結子会社） 

平成元年２月 化成品部門、群馬工場を新設し、無機建材分野に進出 

２年４月 不動産事業に進出 

３年４月 バイオメディカル事業に進出 

６年４月 鴨方工場を新設 

７年８月 サイアム・クラボウ株式会社を設立（現・連結子会社） 

８年４月 徳島工場を新設 

８年10月 倉紡時装（香港）有限公司を設立（設立時の社名・ＫＲＫ（ＨＫ）ＬＴＤ．）（現・連結子会

社） 

13年12月 広州倉敷化工製品有限公司を設立（現・連結子会社） 

18年１月 ラニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル有限会社とコトニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル

有限会社は合併し、社名をクラシキ・ド・ブラジル・テキスタイル有限会社に変更（現・連結

子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と、当該事業における当社及び関係会社37社（子会社31社、関連会社6社）の位置付け

は、次のとおりである。 

 なお、主な事業内容の区分は、事業の種類別セグメント情報における事業区分と一致している。 

繊維事業     ： 当社は綿、合繊、羊毛その他素材の繊維製品（糸、織物、編物及び二次製品）の製造・販売を行って

おり、製品の一部は㈱クラボウテキスタイル、㈱クラボウアパレル、㈱ボンドリーム、倉紡時装（香

港）有限公司[倉紡（珠海）紡織有限公司の親会社]、㈱アップライズ等に販売している。 

一方、㈱クラボウテキスタイル、㈱クラボウアパレル、㈱ボンドリーム、倉紡時装（香港）有限公

司、大正紡績㈱、タイ・クラボウ㈱、サイアム・クラボウ㈱、㈱クラボウ・マヌンガル・テキスタイ

ル等から糸・織編物・二次製品を購入している。 

倉敷繊維加工㈱は、不織布、ニット等の製造・販売並びに補強ネットの受託製造を行っており、当社

は、同社に対し補強ネットの製造を委託している。 

クラシキ・ド・ブラジル・テキスタイル㈲は糸の製造・販売を、タイ・テキスタイル・デベロップメ

ント・アンド・フィニッシング㈱は綿、合繊織物の受託染色整理加工を行っている。 

なお、綿、合繊織編物の受託染色整理加工を行っていた倉敷染工㈱は平成18年６月に繊維事業を廃止

した。 

また、美倉毛紡織有限公司については、平成18年７月に当社持分をすべて譲渡した。 

化成品事業    ： 当社はポリウレタンフォーム、合成木材、無機建材、機能性フィルム、精密ろ過関連製品及び高性能

エンプラ製品の製造・販売を行っている。 

東名化成㈱、クラボウ関西化成㈱及び中国化成工業㈱は当社からポリウレタンフォーム等を購入し、

ポリウレタンフォーム等の製造・加工・販売を行っており、一部の製品については当社を通じて販売

している。 

エコー技研㈱は当社から高性能エンプラ製品を購入し、半導体洗浄装置等の製造・販売を行ってい

る。 

広州倉敷化工製品有限公司はポリウレタンフォーム等の製造・販売を行っている。 

不動産活用事業  ： 当社は不動産の賃貸及び駐車場経営を行っており、㈱倉敷アイビースクエア、㈱クラボウドライビン

グスクール等に設備を賃貸している。 

当社から賃借した設備で、㈱倉敷アイビースクエアはホテル・レストラン等を、㈱クラボウドライビ

ングスクールは自動車教習所を経営している。 

倉敷染工㈱及び繊維事業を営んでいる大正紡績㈱は不動産賃貸業を経営している。 

工作機械事業   ： 倉敷機械㈱は工作機械等の製造・販売を行っている。 

その他の事業 

エンジニアリング： 当社は環境制御等に関する各種機器、装置の製造・販売を行っており、クラボウ工事サービス㈱に環

境設備等の施工・修理等を委託している。 

エレクトロニクス： 当社は色彩管理、生産管理、ＣＡＤ等に関する情報システム機器及び検査・計測システムの製造・販

売を行っており、㈱クラボウテクノシステムに情報システム機器の据付・保守等を委託し、㈱テクノ

サイエンスから検査・計測機器を購入している。 

また、工作機械事業を営んでいる倉敷機械㈱は情報機器事業も営んでいる。 

その他     ： 当社はバイオ関連製品等の製造・販売を行っている。 

日本ジフィー食品㈱は真空凍結乾燥食品の製造・販売を、クラボウリネンサプライ㈱はホテル・レス

トラン等向けのリネンサプライ及びクリーニング業を、㈱マスティ倉敷は食料品・日用品等の小売販

売を、恒栄商事㈱は生命保険・損害保険代理業務並びにローン・リース事業を、㈱倉敷国際ホテルは

ホテル・旅館・レストランの経営を行っている。 

  

 



 事業の系統図は次のとおりである。 
 

  

 （注）１．※印は、複数の事業を営んでいる関係会社である。 

２．倉敷機械㈱は東京証券取引所（第２部）及び大阪証券取引所（第２部）に上場している。 

３．美倉毛紡織有限公司については、当社持分をすべて譲渡したため、当連結会計年度より連結子会社から除外した。 

  



４【関係会社の状況】 

 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事
業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

当社との関係内容

役員の兼任等

営業上の取引 設備の賃貸等
役員
(人) 

従業
員 
（人）

出向
者 
(人) 

転籍
者 
(人) 

（連結子会社）   百万円       

倉敷機械㈱ 
新潟県 
長岡市 

954 
工作機械 
その他 

49.6 2 0 0 3 －
貸付け及び事務
所を貸与 

日本ジフィー食品㈱ 
大阪市 
中央区 

440 その他 81.8 1 0 0 1 －
本社事務所を貸
与 

倉敷繊維加工㈱ 
大阪市 
中央区 

350 繊維 100 1 0 0 2
補強ネットの委託
加工先 

本社事務所、工
場用地及び機械
の一部を貸与 

倉敷染工㈱ 
京都市 
右京区 

300 
不動産活
用 

100 1 2 0 0 － － 

㈱倉敷アイビースクエア 
岡山県 
倉敷市 

250 
不動産活
用 

100 1 1 0 2 －
施設の大部分を
貸与 

大正紡績㈱ 
大阪府 
阪南市 

200 
繊維 
不動産活
用 

100 2 0 0 3
綿・合繊糸の購入
先 

－ 

㈱クラボウテキスタイル 
大阪市 
中央区 

200 繊維 99.9 1 0 0 3
繊維製品の販売・
購入先 

本社事務所を貸
与 

東名化成㈱ 
愛知県 
日進市 

200 化成品 100 1 0 1 3

ポリウレタンフォ
ームの販売先及び
ポリウレタンフォ
ーム成形品の購入
先 

工場用地及び建
物の一部を貸与 

㈱アップライズ 
広島県 
福山市 

100 繊維 100 1 0 1 2
綿・合繊織物の販
売先 

金融機関からの
借入債務に対す
る債務保証 

クラボウリネンサプライ
㈱ 

千葉県 
松戸市 

100 その他 94 2 1 0 1 － － 

㈱クラボウアパレル 
大阪市 
中央区 

50 繊維 100 1 0 0 3
綿・合繊織編物の
販売先及び繊維製
品の購入先 

本社事務所を貸
与 

エコー技研㈱ 
東京都 
青梅市 

50 化成品 100 1 0 0 3
高性能エンプラ製
品の販売先 

－ 

㈱ボンドリーム 
大阪市 
中央区 

30 繊維 100 0 2 0 2
羊毛その他繊維の
織編物の販売・購
入先 

－ 

クラボウ関西化成㈱ 
大阪府 
寝屋川市 

30 化成品 100 0 3 0 1
ポリウレタンフォ
ーム及び合成木材
の委託加工先 

工場及び本社事
務所を貸与 

㈱クラボウドライビング
スクール 

岡山県 
倉敷市 

30 
不動産活
用 

100 2 1 0 1 －
自動車教習所用
地を貸与 



 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事
業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

当社との関係内容

役員の兼任等

営業上の取引 設備の賃貸等
役員
(人) 

従業
員 
（人）

出向
者 
(人) 

転籍
者 
(人) 

    百万円       

中国化成工業㈱ 
広島県 
東広島市 

20 化成品 100 1 1 0 2
ポリウレタンフォ
ームの販売先 

－ 

クラボウ工事サービス㈱ 
大阪市 
中央区 

20 その他 100 0 2 0 3
環境設備等の委託
施工先 

本社事務所を貸
与 

㈱マスティ倉敷 
岡山県 
倉敷市 

20 その他 100 2 1 0 1 －
工場等の売店用
建物を貸与 

㈱クラボウテクノシステ
ム 

大阪府 
寝屋川市 

10 その他 100 1 2 0 1
情報システム機器
の据付・保守等の
委託先 

本社事務所等を
貸与 

    千R$       

クラシキ・ド・ブラジ
ル・テキスタイル㈲ 

ブラジル
国サンパ
ウロ州サ
ンパウロ
市 

18,764 繊維 97.3 0 0 6 0 － － 

    百万BAHT     

タイ・クラボウ㈱ 
タイ国バ
ンコック
市 

550 繊維 49.3 0 0 2 0
綿・合繊織物の購
入先 

－ 

サイアム・クラボウ㈱ 
タイ国バ
ンコック
市 

300 繊維 
97

(49.5)
0 0 3 0 綿糸の購入先 － 

    百万RP     

㈱クラボウ・マヌンガ
ル・テキスタイル 

インドネ
シア国ジ
ャカルタ
市 

10,790 繊維 42.8 0 0 4 0
綿・合繊の糸及び
織編物の購入先 

金融機関からの
借入債務に対す
る担保資産提供 

    千US$     

倉紡時装（香港）有限公
司 

中国 
香港 

16,700 繊維 100 0 1 2 0
原糸の販売先及び
綿織物の購入先 

－ 

倉紡（珠海）紡織有限公
司 

中国 
広東省 
珠海市 

12,000 繊維 
100

(100)
0 1 2 0 － － 

広州倉敷化工製品有限公
司 

中国 
広東省 
広州経済
技術開発
区 

7,000 化成品 80 0 1 2 0 － － 

クラキアメリカコーポレ
ーション 

米国 
イリノイ
州 

150 工作機械 
100

(100)
0 0 0 1 － － 



 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は間接所有割合であり、内書きである。 

３．子会社はいずれも特定子会社に該当しない。 

４．倉敷機械㈱、タイ・クラボウ㈱及び㈱クラボウ・マヌンガル・テキスタイルは議決権の所有割合が50％以下であるが、

実質的に支配しているため、子会社としたものである。 

５．倉敷機械㈱は有価証券報告書を提出している。 

６．美倉毛紡織有限公司については、当社持分をすべて譲渡したため、当連結会計年度より連結子会社から除外した。 

  

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事
業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

当社との関係内容

役員の兼任等

営業上の取引 設備の賃貸等
役員
(人) 

従業
員 
（人）

出向
者 
(人) 

転籍
者 
(人) 

(持分法適用子会社)   百万円     

恒栄商事㈱ 
大阪市 
中央区 

10 その他 100 0 2 0 2 －
本社事務所を貸
与 

(持分法適用関連会社)        

㈱倉敷国際ホテル 
岡山県 
倉敷市 

450 その他 42.8 0 1 0 0 － － 

    百万BAHT     

タイ・テキスタイル・デ
ベロップメント・アン
ド・フィニッシング㈱ 

タイ国サ
ムットプ
ラカン県 

471 繊維 33.7 0 0 3 0 － － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時従業員の年間平均人員で、外書きである。 

２．「全社（共通）」は、当社の管理部門及び全社的な研究開発部門の人員である。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は臨時従業員の年間平均人員で、外書きである。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合のうち主なものは、当社のUIゼンセン同盟倉敷紡績労働組合であり、UIゼンセン同盟（繊維関連部

会）に加盟している。 

 なお、労使関係について、特に記載すべき事項はない。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

繊維事業 3,843 （411） 

化成品事業 932 （304） 

不動産活用事業 129 （53） 

工作機械事業 216 （35） 

その他の事業 510 （338） 

全社（共通） 182 （24） 

計 5,812 （1,165） 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

1,781（313） 38.1 16.3 4,983 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度のわが国経済は、個人消費は力強さに欠けるものの、好調な企業収益に支えられた設備投資の増加や雇用情

勢の改善などにより、景気拡大の期間が戦後最長の「いざなぎ景気」を超えるなど、緩やかな成長を維持している。 

当社グループの主力である繊維部門が属する天然繊維業界では、原料・燃料及び中国における労務費等の上昇に加え、アジ

ア通貨高による海外生産コストの上昇などの収益圧迫要因に、暖冬などの天候不順による販売面でのマイナス要因もあり、き

びしい状況が続いた。 

また、非繊維部門の主要販売先である自動車業界は、国内需要は減少傾向にあるものの、好調な海外需要に支えられ国内生

産は堅調に推移している。一方、住宅関連業界は、新設住宅着工件数の伸びに鈍化傾向がみられてきた。 

このような状況にあって、当社グループは「顧客起点の企画提案・ものづくり」の基本方針のもと、顧客ニーズにあった商

品をスピーディーに提供するとともに、国内と海外の拠点の連携強化によりグローバルなビジネスモデルを構築してきた。 

この結果、売上高は１，５９８億円と前連結会計年度に比べ７０億円（４．６％）の増収となったが、原料・燃料の価格上

昇に伴うコストアップの影響などにより、経常利益は５５億３千万円と前連結会計年度に比べ１０億８千万円（△１６．

４％）の減益となった。 

また、特別利益に投資有価証券売却益など１０億２千万円を計上する一方、特別損失に構造改善関係費用など１５億８千万

円を計上したことなどにより、当期純利益は３０億９千万円と前連結会計年度に比べ１２億円（△２８．０％）の減益となっ

た。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

［繊維事業］ 

国内では、原糸・ニット販売は、市況の悪化により低調に推移したが、需要が低迷していたデニム販売に回復のきざしが

みえはじめており、ＳＰＡ関連の素材は堅調に推移した。 

海外では、東南アジアを中心とする現地通貨高により輸出が減少するなど、きびしい環境が続いた。 

この結果、繊維事業の売上高は８７４億円と前連結会計年度に比べ２３億円（２．７％）の増収となったが、原油価格高

騰の影響や海外関係会社における輸出採算悪化などにより、営業利益は１０億５千万円と前連結会計年度に比べ１８億９千

万円（△６４．２％）の大幅な減益となった。 

  

［化成品事業］ 

自動車業界では、好調な輸出を背景に国内生産が堅調に推移し、軟質ウレタンフォームや機能性フィルムなどの自動車用

内装材の販売が拡大した。 

また、半導体関連商品も業界の設備投資拡大を反映し好調に推移したが、住宅建材分野では外装化粧材などの販売が伸び

悩んた。 

この結果、売上高は４２７億円と前連結会計年度に比べ４０億円（１０．４％）の増収となったが、原油価格高騰に伴う

コスト上昇の影響などにより、営業利益は８億９千万円と前連結会計年度並みとなった。 

  

［不動産活用事業］ 

安定的な収益確保を目指し、賃貸事業の推進に注力した結果、売上高は６６億円と前連結会計年度並みとなり、営業利益

は３０億３千万円と前連結会計年度に比べ２億１千万円（７．７％）の増益となった。 

  

［工作機械事業］ 

主力の横中ぐりフライス盤が国内では造船、重機、建設機械向けなどに、また輸出でも、北米、中国向けが順調に推移し

た。 

この結果、売上高は６５億円と前連結会計年度に比べ１億円（１．６％）の増収となり、営業利益は１２億８千万円と前

連結会計年度に比べ１億３千万円（１１．８％）の増益となった。 

 



［その他の事業］ 

エンジニアリング部門は、水処理装置が低調であったが、リサイクル関連装置のバイオマスボイラー、焼却装置が堅調に

推移した。 

エレクトロニクス部門は、画像処理技術を応用した基板検査システム、試験検査機器及びＣＡＤ／ＣＡＭシステムが低調

であったが、主力商品のコンピュータ・カラーマッチング・システムや自動計量装置及び赤外線計測システムが引き続き好

調に推移した。 

バイオメディカル部門は、細胞関連製品が堅調に推移したが、核酸分離装置等のバイオ機器が低調であった。 

食品部門は、主力の即席めん具材、スープ分野の販売が堅調に推移した。 

この結果、その他の事業の売上高は１６４億円と前連結会計年度に比べ４億円（２．９％）の増収となったが、競争激化

による採算悪化や品質管理コストの増加などにより、営業利益は２億７千万円と前連結会計年度に比べ３億４千万円（△５

５．６％）の減益となった。 

  

以上により、当連結会計年度の売上高は１，５９８億円と前連結会計年度に比べ７０億円（４．６％）の増収となった

が、「消去又は全社」の損失１０億６千万円を控除後の営業利益は５４億８千万円と前連結会計年度に比べ１９億７千万円

（△２６．５％）の減益となった。 

  

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

［日本］ 

 繊維事業のＳＰＡ関連素材や化成品事業の自動車関連商品である軟質ウレタンフォーム及び機能性フィルムが堅調に推移

したことなどにより、売上高は１，４０８億円と前連結会計年度に比べ７５億円（５．７％）の増収となったが、原油価格

高騰に伴うコスト上昇の影響などにより、営業利益は５２億２千万円と前連結会計年度に比べ８億３千万円（△１３．

７％）の減益となった。 

  

［アジア］ 

 中国での化成品事業は順調に推移したが、中国及び東南アジアの繊維事業が現地通貨高の影響などで苦戦し、売上高は１

３２億円と前連結会計年度に比べ１０億円（△７．３％）の減収となり、営業利益も５億８千万円と前連結会計年度に比べ

１１億５千万円（△６６．４％）の減益となった。 

  

［その他の地域］ 

 ブラジル国の繊維事業が順調であったことなどから、売上高は５７億円と前連結会計年度に比べ４億円（９．４％）の増

収となったが、営業利益は５億１千万円と前連結会計年度並みとなった。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１０７億３千万円となり、前連結会計年度末

に比べ３９億６千万円減少した。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、３８億１千万円（前連結会計年度比８２億２千万円減）となっ

た。これは、売上債権及び棚卸資産が増加したものの、税金等調整前当期純利益や減価償却費の内部留保などによるもので

ある。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、３８億５千万円（前連結会計年度比１８億６千万円増）となっ

た。これは、主に有形・無形固定資産を取得したことによるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、４１億３千万円（前連結会計年度比１８億１千万円増）となっ

た。これは、主に借入金の返済によるものである。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については、仕入先の属するセグメントにおいて相殺消去している。 

２．繊維事業には、上記生産実績のほかに、販売を主たる事業とする会社の商品仕入実績が、7,968百万円ある。 

３．不動産活用事業は、生産活動を行っていない。 

４．金額は消費税等抜きの製造原価で記載している。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度における工作機械事業の受注状況を示すと、次のとおりである。 

なお、工作機械事業を除く事業については、主として見込生産を行っている。 

 （注） 金額は消費税等抜きで記載している。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については、販売会社の属するセグメントにおいて相殺消去している。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、相手先別販売実績が総販売実績の10％未満のため、

省略している。 

３．金額は消費税等抜きで記載している。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

繊維事業 70,130 4.8 

化成品事業 37,857 13.1 

工作機械事業 4,462 △1.1 

その他の事業 12,627 8.5 

合計 125,077 7.3 

区分 受注高（百万円） 
前連結会計年度比

（％） 
受注残高（百万円） 

前連結会計年度比
（％） 

工作機械事業 7,728 △6.2 6,482 23.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前連結会計年度比（％） 

繊維事業 87,452 2.7 

化成品事業 42,762 10.4 

不動産活用事業 6,624 1.5 

工作機械事業 6,530 1.6 

その他の事業 16,453 2.9 

合計 159,823 4.6 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国の経済情勢については、欧米景気の減速傾向や原油をはじめとするエネルギー価格の動向が懸念材料となるが、

企業業績は引き続き好調さを維持し、設備投資の増加や雇用情勢の改善が進むことにより、個人消費も徐々に回復の力強さを取

り戻すと見込まれ、景気は拡大を維持していくと予想される。 

このような状況のなか、当社グループは新たな成長戦略である新中期経営計画「ＧＥ ’０９（Growth & Expansion ’０

９）」を平成19年４月からスタートし、計画の達成に向け、「事業規模の拡大」、「競争力の強化」、「組織運営体制の強

化」、「信頼される企業づくり」の４点を基本方針とし、諸施策の実行により、企業価値の向上に取り組んでいく所存である。 

  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがある。 

 なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に最大限努める所

存である。 

 また、本項においては、将来に関する事項が含まれているが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものであ

る。 

  

(1）原料価格の高騰 

 当社グループが使用している綿花や石化原料は、国際商品市況やその他の環境要因（為替レート等）により購入価格が高騰

することがあり、原料価格の上昇分を製品価格に十分転嫁できない場合などには、当社グループの経営成績及び財政状態に重

要な影響を及ぼす可能性がある。 

  

(2）景気の変動 

 当社グループの工作機械事業は、需要の動きが景気変動に対して極めて敏感であり、しかもその変動の幅が大きいのが特徴

である。特に、設備投資の動向いかんによっては、当該事業の経営成績及び財政状態が重要な影響を受ける可能性がある。 

  

(3) 海外での事業活動 

 当社グループの繊維事業及び化成品事業に属する連結子会社は、タイ、インドネシア、中国、ブラジルなどで事業展開して

いる。これらの国においては、予期しない法律又は規制の改廃、政治体制又は経済状況の変化、未整備のインフラなどのリス

クが内在している。 

  

(4) 災害等 

 当社グループは、国内外の各地で生産活動等の事業活動を行なっている。災害等については可能な限り未然に防ぎ、発生し

ても最小限に留めるように対応しているが、大規模な地震、台風、火災等の災害がやむを得ず生じた場合には、生産活動等に

支障が生じるなど、当社グループの経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がある。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

(1）織物の圧迫収縮仕上（サンフォライズ）に関する技術受入契約 

当社は、昭和29年５月、米国クルーエット・ピーボディ社との間で織物の圧迫収縮仕上加工に関する技術援助契約を締結

し、同社が有する技術及び登録商標“ＳＡＮＦＯＲＩＺＥＤ”の使用権を得た。契約期間は、平成16年５月１日更新により平

成21年４月30日までで、生産量に対し一定料率の使用料を負担する。 

なお、当該契約が同社の親会社である米国ＧＴＢ ＨＯＬＤＩＮＧ ＣＯＲＰに譲渡されたため、契約先を変更したが、契

約期間等の契約内容に変更はない。 

 



(2）脱膜フォーム等の製造に関する技術受入契約 

当社は、平成９年１月、ドイツ国ライスギース社との間で脱膜フォーム及び熱成形硬質ウレタンフォームの製造に関する技

術援助契約を締結し、同社が有するノウハウの使用権を得た。契約期間は、平成９年１月１日より平成28年12月31日までで、

生産量に対し一定料率の実施料を負担する。 

  

(3）固定資産の譲渡に関する売買契約 

当社の連結子会社である倉敷染工株式会社は、平成18年11月、同社工場跡地について、以下のとおり売買契約を締結した。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は、新素材及び新製品の開発等を中心とした研究開発活動を行っている。 

 研究開発は、当社の技術研究所を中心に実施しており、研究スタッフは、グループ全体で約110名である。 

 当連結会計年度における各セグメント別の研究の目的、主要課題及び研究成果は、次のとおりである。 

 なお、研究開発費の総額は1,444百万円であるが、当社技術研究所で行っている基礎研究費が配分できないため、各セグメント

に係る研究開発費の金額は記載していない。 

  

(1）繊維事業 

 繊維素材の改質・機能付与、高強度繊維を用いた産業資材などの研究開発を行っている。当連結会計年度の成果としては、

電子線グラフト重合による消臭・吸湿発熱・防炎・抗菌加工の開発、羊毛繊維「エコ・ウォッシュ」の機能付与技術の開発、

多軸シート補強プラスチック材料の開発及び応用展開などがある。 

  

(2）化成品事業 

 無機建材、機能性フィルム、機能樹脂コンパウンド、軟質ウレタンフォーム、真空断熱フォームの研究開発を行っている。

当連結会計年度の成果としては、無機建材関連では、建築土木向け高靭性セメント系繊維複合材料の耐久性評価及び部材開

発、機能性フィルム関連では、熱可塑性ポリイミドフィルムの押出成形技術の開発、機能樹脂コンパウンド関連では、複写機

用摺動部品の開発、軟質ウレタンフォーム関連では、無黄変、吸音ウレタンフォームの改良開発、真空断熱フォーム関連で

は、高性能真空断熱材の開発などがある。 

  

(3）その他の事業 

（エンジニアリング部門） 

 環境浄化システム、排水処理技術などの研究開発を行っている。当連結会計年度の成果としては、ＵＡＳＢ運転条件の改

良開発、促進酸化による殺菌洗浄処理技術の用途拡大などがある。 

  

（エレクトロニクス部門） 

 カラー画像処理技術、紫外線・赤外線応用分光技術、三次元情報の解析技術、図形・画像処理応用技術などの研究開発を

行っている。当連結会計年度の成果としては、缶外面検査装置の高性能化、検査・計測用リニアカメラの開発、プリント基

板検査装置の用途開発、鋼板上無機コート厚み計の高性能化、半導体向け配管直結型液体濃度計の開発、微細検査システム

の開発、表面形状計測検査システムの開発などがある。 

 

譲渡資産 工場跡地 

所在地 京都市右京区西京極大門町

面積 14,024.79㎡ 

譲渡先 
積和不動産関西㈱ 
（大阪市北区） 

譲渡価額 5,943百万円 

引渡予定 平成19年７月中旬 



（バイオメディカル部門） 

 バイオメディカル分野の研究支援機器及び関連技術の研究開発を行っている。当連結会計年度の成果としては、多検体Ｄ

ＮＡアレイ及び関連装置の開発、アレルギー診断用たんぱくアレイの開発、組織切片自動作製装置の開発、バイオ分野向け

画像処理技術及び関連装置の開発などがある。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、株価下落による評価差額の減で投資有価証券が減少したことなどにより、２,０２２億円と前

連結会計年度末に比べ７４億円減少した。 

負債は、長・短借入金や繰延税金負債が減少したことなどにより、１,０３４億円と前連結会計年度末に比べ６４億円減少し

た。 

純資産は、その他有価証券評価差額金が減少したが、会計基準の変更により少数株主持分などが含まれたことにより、９８

８億円となった。 

  

(2）経営成績の分析 

①売上高 

 当連結会計年度の売上高は１，５９８億円と前連結会計年度に比べ７０億円（４．６％）の増収となった。「第２ 事業

の状況 １．業績等の概況」に記載のとおり、全ての事業の種類別セグメントで前連結会計年度に比べ増収であった。 

  

②営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は５４億８千万円と前連結会計年度に比べ１９億７千万円（△２６．５％）の減益となった。

これは、売上総利益が原料・燃料の価格上昇に伴うコストアップの影響やアジア所在の繊維事業会社が現地通貨高により輸

出採算が悪化したことなどにより前連結会計年度に比べ１５億１千万円の減益となり、さらに販売費及び一般管理費も運賃

等の販売費を中心に前連結会計年度に比べ４億５千万円増加したことによる。 

  

③経常利益 

 当連結会計年度の経常利益は５５億３千万円と前連結会計年度に比べ１０億８千万円（△１６．４％）の減益となった。

これは、営業利益は前連結会計年度に比べ１９億７千万円の減益となったものの支払利息等の金融費用の減少や退職給付数

理差異等償却費用の減などで営業外損益が前連結会計年度に比べ８億８千万円改善したことによる。 

  

④特別損益 

 当連結会計年度の特別利益は、金融機関などの株式売却による投資有価証券売却益８億４千万円、ブラジル子会社での裁

判勝訴金１億７千万円の合計１０億２千万円である。一方、特別損失は１５億８千万円でその主なものは、構造改善関係費

用８億７千万円、関係会社譲渡損失３億２千万円である。 

  

⑤当期純利益 

 当連結会計年度の当期純利益は３０億９千万円と前連結会計年度に比べ１２億円（△２８．０％）の減益となった。ま

た、１株当たり当期純利益は１３．４９円と前連結会計年度に比べ４．９０円減少した。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、当連結会計年度において、コスト競争力及び品質の向上、生産力の強化を目指し、

総額6,017百万円の設備投資を行った。主な事業の種類別セグメントごとの設備投資の内容及び投資金額は次のとおりである。 

 繊維事業は、当社のニット加工設備の導入、オゾン防縮加工の増設及び㈱クラボウ・マヌンガル・テキスタイルの自家発電設

備の新設など、総額3,546百万円の設備投資を行った。 

 化成品事業は、当社のポリウレタンモールド成形品製造設備の新設など、総額1,426百万円の設備投資を行った。 

 所要資金については、主に自己資金を充当した。 

 また、当連結会計年度において、前連結会計年度まで連結子会社であった美倉毛紡織有限公司を、連結の範囲から除外したこ

とにより、同社工場の設備を当社グループの主要な設備から除外している。前連結会計年度末の当該設備の状況は、以下のとお

りである。 

（注） 土地については使用権を取得している。 

  

  

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

美倉毛紡
織有限公
司 

本社工場 
(中国湖北省黄石
市) 

繊維事業 
羊毛・混紡品
の織物の製造
設備 

314 368
－
(55)

－ 683 291



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりである。 

(1）提出会社 

  
 

      （平成19年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業 
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

岡山工場 
(岡山県岡山市) 

繊維事業 
綿・合繊糸の製
造設備 

217 231
33
(44)

6 489 87

丸亀工場 
(香川県丸亀市) 

繊維事業 
綿・合繊糸の製
造設備 

138 318
7

(53)
98 563 67

観音寺工場 
(香川県観音寺市) 

繊維事業 
綿・合繊糸の製
造設備 

126 316
6

(52)
4 454 72

北条工場 
(愛媛県松山市) 

繊維事業 
綿・合繊糸、
綿・合繊織物の
製造設備 

255 584
3

(108)
6 850 138

安城工場 
(愛知県安城市) 

繊維事業 
綿・合繊糸、
綿・合繊織編物
の製造設備 

1,085 1,280
356

(173)
25 2,748 210

徳島工場 
(徳島県阿南市) 

繊維事業 
綿・合繊織物の
加工設備 

2,009 728
255
(71)

15 3,009 181

津工場 
(三重県津市) 

繊維事業 
梳毛・合繊糸、
毛織物の製造設
備 

686 1,044
1

(152)
27 1,760 126

寝屋川工場 
(大阪府寝屋川市) 

化成品事業 

ポリウレタンフ
ォーム、合成木
材、精密ろ過関
連製品、高性能
エンプラ製品の
製造設備 

901 450
173
(40)

117 1,642 85



  

(2）国内子会社 

  
 

      （平成19年３月31日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業 
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

裾野工場 
(静岡県裾野市) 

化成品事業 
ポリウレタンフ
ォームの製造設
備 

249 115
285
(60)

19 669 56

群馬工場 
(群馬県伊勢崎市) 

化成品事業 
無機建材の製造
設備 

995 763
1,394
(81)

53 3,206 97

鴨方工場 
(岡山県浅口市) 

化成品事業 
ポリウレタンフ
ォームの製造設
備 

417 179
15
(72)

8 620 42

アネックスビル(本社ビル
別館） 
(大阪市中央区) 

不動産活用事業 賃貸ビル 1,899 －
38
(2)

27 1,965 －

春日井ショッピングビル
(㈱マイカル総合開発に貸
与) 
(愛知県春日井市) 

不動産活用事業
賃貸ショッピン
グビル 

4,936 －
1,072
(34)

10 6,019 －

安城ショッピングビル 
(㈱西友に貸与) 
(愛知県安城市) 

不動産活用事業
賃貸ショッピン
グビル 

1,661 －
2

(60)
－ 1,664 －

木曽川ショッピングビル 
(ダイヤモンドリース㈱に
貸与) 
(愛知県一宮市) 

不動産活用事業
賃貸ショッピン
グビル 

7,912 －
18
(97)

44 7,975 －

大阪本社 
(大阪市中央区) 

全社的管理業務
販売業務 

事務所 1,597 12
213
(2)

329 2,153 438

技術研究所 
(大阪府寝屋川市) 

全社的研究開発 研究開発設備 124 16
20
(9)

111 273 83

        （平成19年３月31日現在） 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

倉敷繊維
加工㈱ 

倉敷工場 
(岡山県倉敷市) 

繊維事業 

不織布、補強
ネット、ラッ
セル編物の製
造設備 

400 331
817
(20)

15 1,565 75

倉敷繊維
加工㈱ 

早島工場 
(岡山県都窪郡早
島町) 

繊維事業 
不織布の製造
設備 

452 695
1

(29)
19 1,167 53

倉敷繊維
加工㈱ 

静岡工場 
(静岡県掛川市) 

繊維事業 
不織布の製造
設備 

163 227
251
(45)

5 647 51

東名化成
㈱ 

日進工場 
(愛知県日進市) 

化成品事業 

ポリウレタン
モールド、ポ
リプロピレン
成形品の製造
設備 

195 298
318
(10)

144 957 88

東名化成
㈱ 

千葉工場 
(千葉県八千代
市) 

化成品事業 
ポリウレタン
フォームの加
工設備 

15 12
569
(12)

1 598 22

㈱倉敷ア
イビース
クエア 

ホテル 
(岡山県倉敷市) 

不動産活用事業 ホテル施設 743 9
0

(26)
34 788 76



  

(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具・備品及び建設仮勘定の合計額である。なお、金額は消費税等抜きで記載し

ている。 

２．倉敷繊維加工㈱の倉敷工場の機械装置の一部及び早島工場の土地は、当社が貸与している。 

３．東名化成㈱の千葉工場の建物及び土地は、当社が貸与している。 

４．㈱倉敷アイビースクエアのホテル施設の大部分は、当社が貸与している。 

５．サイアム・クラボウ㈱の土地は、タイ・クラボウ㈱が貸与している。 

６．倉紡（珠海）紡織有限公司及び広州倉敷化工製品有限公司は土地の使用権を取得している。 

  

        （平成19年３月31日現在） 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

倉敷機械
㈱ 

本社工場 
(新潟県長岡市) 

工作機械事業
その他の事業 

工作機械、産
業機械、情報
機器の製造設
備 

997 308
2,985
(32)

164 4,456 182

日本ジフ
ィー食品
㈱ 

宇治事業所 
(京都府宇治市) 

その他の事業
真空凍結乾燥
食品の製造設
備 

430 147
25
(17)

39 642 73

日本ジフ
ィー食品
㈱ 

水戸工場 
(茨城県常陸大宮
市) 

その他の事業
真空凍結乾燥
食品の製造設
備 

572 141
598
(34)

18 1,330 29

        （平成19年３月31日現在） 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積千㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

タイ・ク
ラボウ㈱ 

工場 
(タイ国パトムタ
ニ県) 

繊維事業 
綿・合繊糸、
綿・合繊織物
の製造設備 

489 1,462
1,261
(103)

108 3,322 576

サイア
ム・クラ
ボウ㈱ 

工場 
(タイ国パトムタ
ニ県) 

繊維事業 
綿・合繊糸の
製造設備 

313 614
235
(19)

52 1,214 157

㈱クラボ
ウ・マヌ
ンガル・
テキスタ
イル 

工場 
(インドネシア国
タンゲラン市) 

繊維事業 
綿・合繊糸、
綿・合繊織編
物の製造設備 

194 446
4

(154)
358 1,004 572

倉紡（珠
海）紡織
有限公司 

本社工場 
(中国広東省珠海
市) 

繊維事業 
綿織物の製造
設備 

774 1,635
－
(51)

115 2,525 286

クラシ
キ・ド・
ブラジ
ル・テキ
スタイル
㈲ 

ポンタグロッサ
工場 
(ブラジル国パラ
ナ州ポンタグロ
ッサ市) 

繊維事業 
綿糸の製造設
備 

269 471
36

(219)
63 840 483

広州倉敷
化工製品
有限公司 

本社工場 
(中国広東省広州
経済技術開発区) 

化成品事業 
ポリウレタン
モールド成形
品の製造設備 

442 869
－
(18)

81 1,394 272



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりである。 

(1）重要な設備の新設等 

 （注） 金額は消費税等抜きで記載している。 

  

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はない。 

  

  

  

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達方
法 

着手及び完了予定 
完成後の増
加能力 総額

（百万円）
既支払額

（百万円）
着手 完了 

倉敷機械㈱ 
本社工場 
(新潟県長
岡市) 

工作機械事業
工作機械、産
業機械組立工
場の増設 

600 －
自己資金  
及び借入金 

平成19年５月平成20年３月 
組立能力 
15％アップ 

倉敷機械㈱ 
本社工場 
(新潟県長
岡市) 

工作機械事業
工作機械、産
業機械製造設
備の更新 

667 94
自己資金  
及び借入金 

平成18年６月平成20年５月 －

㈱クラボウ・
マヌンガル・
テキスタイル 

工場 
(インドネ
シア国タン
ゲラン市) 

繊維事業 
自家発電設備
の新設 

530 323 自己資金 平成18年９月平成19年７月 －



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はない。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 資本準備金の減少額は、その他資本剰余金への振替である。 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式17,644,415株は、「個人その他」に17,644単元、「単元未満株式の状況」に415株含めている。 

なお、自己株式17,644,415株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は17,643,415株で

ある。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれている。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 977,011,000 

計 977,011,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 246,939,284 246,939,284
東京・大阪の各証券取引
所 
（各市場第１部） 

－ 

計 246,939,284 246,939,284 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 

（注） 
－ 246,939 － 22,040 △3,000 15,255

        平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） 1 59 52 243 132 20 23,662 24,169 － 

所有株式数
（単元） 0 92,461 1,250 31,317 45,697 10 73,801 244,536 2,403,284

所有株式数の
割合（％） 0 37.81 0.51 12.81 18.69 0.00 30.18 100 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式17,643千株を保有している。 

２．アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成18年６月14日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの

送付があり、平成18年５月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けたが、当社として当事業年度末現在に

おける実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりである。 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内 

11,500 4.65 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 11,180 4.52 

株式会社みずほコーポレート銀
行（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内１丁目３－３
（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海
アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟） 

11,180 4.52 

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX
518 IFSC DUBLIN, IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

7,765 3.14 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 7,342 2.97 

株式会社中国銀行（常任代理人 
資産管理サービス信託銀行株式
会社） 

岡山県岡山市丸の内１丁目15－20
（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海
アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟） 

7,265 2.94 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 5,546 2.24 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 4,857 1.96 

シービーエヌワイデイエフエイ
インターナショナルキャップバ
リューポートフォリオ（常任代
理人 シテイバンク・エヌ・エ
イ東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA 
MONICA, CA 90401 USA 
（東京都品川区東品川２丁目３-14） 

4,502 1.82 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（三井アセット信
託銀行再信託分・ＣＭＴＢエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 4,120 1.66 

計 － 75,258 30.47 

  氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

  
アクサ・ローゼンバーグ
証券投信投資顧問株式会
社 

東京都港区白金１丁目17番３号 15,489 6.27 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）完全議決権株式（その他）欄には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株（議決権28個）含まれている。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000 株（議決権1個）ある。 

なお、当該株式は、上記①発行済株式の「完全議決権株式（その他）」に含めている。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はない。 

  

    平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式  17,643,000 

－ － 

（相互保有株式）
普通株式   212,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 226,681,000 226,681 － 

単元未満株式 普通株式  2,403,284 －
１単元（1,000株）未
満の株式 

発行済株式総数 246,939,284 － － 

総株主の議決権 － 226,681 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）   

倉敷紡績株式会社 
岡山県倉敷市本町
７番１号 

17,643,000 － 17,643,000 7.14 

（相互保有株式）   

株式会社アラミス 
大阪市中央区博労
町２丁目５－16 

212,000 － 212,000 0.08 

計 － 17,855,000 － 17,855,000 7.23 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式は、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含めていない。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間におけるその他（単元未満株式の売渡請求による売渡）及び保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価

証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び売渡しを含めていない。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 74,756 24,395,185 

当期間における取得自己株式 10,049 3,321,091 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（単元未満株式の売渡請求による売渡） 

10,550 3,350,211 138 45,126

保有自己株式数 17,643,415 － 17,653,326 － 



３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する配当が企業の最重要課題のひとつであるとの認識にたち、継続的・安定的な利益還元を基本とし

ております。配当決定に際しましては、収益状況、企業体質、配当性向等を総合的に勘案し、中・長期的な観点から決定してい

く方針であります。 

当社は、期末配当を剰余金の配当として継続しておりますが、中間配当の制度も定めております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度の期末配当につきましては、当社の主力である繊維部門を取り巻く経営環境は依然としてきびしいことから、前事

業年度と同額の１株につき５円の配当を実施することを決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は、44.8％となりまし

た。 

内部留保資金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等に活用する方針であります。 

中間配当の制度につきましては、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」

旨を当社の定款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は次のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第１部）におけるものである。 

  

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

1,146 5

回次 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 190 189 295 454 423 

最低（円） 120 144 170 253 250 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 328 305 310 334 354 344 

最低（円） 285 250 263 304 307 307 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

取締役会長 
  丹羽 旲 昭和17年７月24日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成２年６月 企画室長 

 〃 ８年６月 取締役 

 〃 10年６月 常務取締役 

 〃 13年６月 代表取締役取締役社長 

 〃 19年６月   〃  取締役会長 

（注）

３ 
101 

代表取締役 

取締役社長 
  井上 晶博 昭和23年８月11日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成13年５月 綿合繊事業部長付 

 〃 13年６月 取締役 

 〃 14年６月 ㈱アラミスインターナショナル

代表取締役社長（現任） 

 〃 15年６月 常務取締役 

 〃 18年６月 代表取締役専務取締役 

 〃 19年６月   〃  取締役社長 

（注）

４ 

  

34 

代表取締役 

専務取締役 

エンジニアリ

ング事業部長

兼エレクトロ

ニクス事業部

長 

福井 雅之 昭和21年２月２日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成８年６月 エレクトロニクス事業部副事業

部長兼システム開発部長兼電子

応用システム部長 

 〃 10年６月 取締役 

 〃 10年６月 エレクトロニクス事業部長兼電

子応用システム部長兼技術研究

所長兼事業化推進部長 

 〃 12年６月 常務取締役 

 〃 12年６月 エンジニアリング事業部長兼エ

レクトロニクス事業部長兼技術

研究所長兼事業化推進部長 

 〃 15年６月 エンジニアリング事業部長兼エ

レクトロニクス事業部長 

 〃 19年６月 代表取締役専務取締役 

（注）

３ 
56 

常務取締役 
化成品事業部

長 
友渕 信一郎 昭和23年１月12日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成12年４月 テキスタイル第一部長 

 〃 13年６月 取締役 

 〃 15年６月 常務取締役 

 〃 15年６月 化成品事業部長 

 〃 16年６月 化成品事業部長兼化成品業務部

長 

 〃 17年４月 化成品事業部長 

（注）

４ 
34 

常務取締役 
不動産開発部

長 
植田 修 昭和20年９月30日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成10年６月 企画室長兼不動産開発部長 

 〃 12年６月 取締役 

 〃 15年６月 不動産開発部長 

 〃 16年６月 常務取締役 

（注）

３ 
34 



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常務取締役 

繊維事業部長

兼繊維第一部

門長 

伊藤 規雄 昭和22年６月29日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成13年４月 技術部長 

 〃 13年６月 取締役 

 〃 18年４月 繊維事業部副事業部長兼繊維第

一部門副部門長兼技術部長 

 〃 19年６月 常務取締役 

 〃 19年６月 繊維事業部長兼繊維第一部門長 

（注）

４ 
35 

取締役 
人事部長兼人

材開発部長 
石原 正喜 昭和22年１月20日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年１月 人事部長兼人材開発部長 

 〃 13年６月 取締役 

（注）

４ 
26 

取締役 
財経部長兼シ

ステム部長 
斎藤 利明 昭和22年２月７日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成14年４月 財経部長 

 〃 15年６月 取締役 

 〃 16年12月 財経部長兼システム部長 

（注）

４ 
29 

取締役 
バイオメディ

カル部長 
西野 豊和 昭和22年１月21日生 

昭和46年４月 大阪府立大学農学部農芸化学科

助手 

 〃 61年７月 当社入社 

平成10年４月 バイオメディカル部長 

 〃 15年６月 取締役 

（注）

４ 
18 

取締役 技術統括部長 的場 博 昭和23年11月14日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成16年４月 技術統括部長 

 〃 16年６月 取締役 

（注）

３ 
21 

取締役 

東京支社長兼

東京支社総務

部長 

吉田 純一 昭和26年10月29日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成18年４月 東京支社長補佐兼東京支社総務

部長兼繊維営業部長 

 〃 18年６月 取締役 

 〃 18年６月 東京支社長兼東京支社総務部長

兼繊維営業部長 

 〃 18年10月 東京支社長兼東京支社総務部長 

（注）

３ 
11 

取締役 

繊維事業部副

事業部長兼繊

維第二部門長

兼テキスタイ

ル第三部長 

藪 雅次 昭和27年８月14日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成18年４月 繊維第二部門長兼テキスタイル

第三部長 

 〃 18年６月 取締役 

 〃 19年６月 繊維事業部副事業部長兼繊維第

二部門長兼テキスタイル第三部

長 

（注）

３ 
19 

取締役 企画室長 北川 晴夫 昭和26年２月３日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成15年６月 企画室長 

 〃 19年６月 取締役 

（注）

４ 
10 

取締役 

繊維事業部副

事業部長兼技

術部長兼安城

工場長 

青山 克己 昭和26年２月10日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成16年４月 安城工場長 

 〃 19年６月 取締役 

 〃 19年６月 繊維事業部副事業部長兼技術部

長兼安城工場長 

（注）

４ 
12 



 （注）１．監査役大井一星氏及び津田和明氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

２．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

３．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  清水 俊明 昭和21年５月２日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成９年２月 調査役兼倉紡記念館長 

 〃 11年６月 監査役 

（注）

２ 
45 

監査役 

（常勤） 
  谷口 嘉広 昭和21年７月30日生 

昭和44年４月 当社入社 

平成12年４月 綿合繊事業部長付 

 〃 12年６月 監査役 

（注）

５ 
36 

監査役   大井 一星 昭和６年２月２日生 

昭和28年４月 ㈱大和入社 

 〃 45年10月 同社取締役 

 〃 47年10月  〃 常務取締役 

 〃 56年２月  〃 専務取締役 

 〃 60年５月  〃 代表取締役専務取締役 

平成元年５月  〃   〃  取締役社長 

 〃 ６年６月 当社監査役 

 〃 11年５月 ㈱大和代表取締役取締役会長 

 〃 19年５月 ㈱大和相談役（現任） 

（注）

５ 
10 

監査役   津田 和明 昭和９年３月20日生 

昭和32年４月 ㈱寿屋(現 サントリー㈱)入社 

 〃 52年６月 同社取締役 

 〃 58年６月  〃 常務取締役 

平成元年３月  〃 専務取締役 

 〃 ７年３月  〃 取締役副社長 

 〃 13年３月  〃 代表取締役取締役副社長 

 〃 14年３月  〃 相談役 

 〃 15年６月 当社監査役 

 〃 16年３月 サントリー㈱顧問（現任） 

 〃 16年５月 独立行政法人日本芸術文化振興

会理事長（現任） 

（注）

５ 
― 

        計   531 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

株主をはじめ取引先、地域社会など当社に関係する皆様に存在価値を認められる企業であるよう、公正で透明性の高い事業

活動を行うよう努めている。 

  

(2）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバンス体制の状況 

①会社の組織形態 

監査役制度を採用し、取締役の職務の執行を監査している。監査役４名（常勤２名）のうち２名が社外監査役である。常に

監査役間で情報を共有するように努め、監査役会にて充分協議したうえで監査意見を形成している。 

②会社の経営組織の概要 

（平成19年３月31日現在） 

 

③取締役、取締役会の状況 

・取締役会を設置し、毎月１回開催している。取締役会は12名（平成19年３月31日現在）の取締役により構成され、経営の基

本方針、法令等で定められた事項及びその他経営に関する重要な事項の決定を行うとともに、取締役の職務執行の監督を

行っている。 

・取締役は21名以内とする旨を定款に定めている。 

・取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の過半数をもって行う旨を定款に定めている。 

④内部監査及び監査役監査の状況 

・内部監査については、監査室を設け、４名の担当者が年間の監査計画に基づいて内部監査を行っており、監査役と定期的に

監査結果等の情報交換を行っている。 

・監査役は会計監査人と密接な連携を保ち、会計監査人の監査計画の聴取や監査結果の報告を受けるだけでなく、期中におい

ても必要な情報交換、意見交換を行っている。また、会計監査人の往査に同行し、監査実務に立ち会っている。 

・社外監査役のサポートについては、常勤監査役が行っている。社外監査役の監査に必要な情報について、常勤監査役が資料

を提供するなど的確な情報提供に努めている。 

⑤会計監査の状況 

・会計監査人監査については、会計監査人として新日本監査法人を選任しており、期末に偏ることなく期中に満遍なく監査が

実施されている。会計監査人に対して、コンピュータのデータも提供し、正確で監査しやすい環境を整備している。 

・会計監査人監査を行った公認会計士は、新日本監査法人所属の西原健二、市田龍、山本操司の３氏である。監査補助者は、

公認会計士３名、会計士補等５名、その他１名である。 

 



⑥社外監査役との関係 

・社外監査役である大井一星氏は㈱大和の代表取締役であり、津田和明氏はサントリー㈱の顧問並びに独立行政法人日本芸術

文化振興会の理事長である。なお、社外監査役の大井一星氏が当社株式10千株を保有していることを除き、社外監査役と当

社との間に取引等の利害関係はない。 

   ⑦自己の株式の取得 

機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等に

より自己株式を取得することができる旨を定款に定めている。 

⑧株主総会の特別決議要件 

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めている。これは、株主総会における特別決

議を機動的に行うことを目的とするものである。 

   ⑨その他 

・顧問弁護士からは顧問契約に基づき、必要に応じて法律面でのアドバイスを受けている。 

・事業活動の透明性を図るため、会社情報の適時開示に努めている。 

・行動指針として「クラボウグループ倫理綱領」、「行動基準」を定め、その実践に努めている。 

・ＣＳＲ活動については、人権、安全衛生、環境、リスク管理・コンプライアンス、製品安全、情報セキュリティ、広報の各

専門委員会を統括した「クラボウＣＳＲ委員会」を設置し、「クラボウグループ倫理綱領」に則り、クラボウグループとし

てのＣＳＲ活動を推進している。 

・違法行為等の早期発見・是正を行い、法令はもとより、「クラボウグループ倫理綱領」を遵守することを目的として、公益

通報制度の運用を行っている。 

  

(3）リスク管理体制の整備の状況 

損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、取締役会により統括的な管理を行うとともに、リスク管理・コン

プライアンスに関する規程に基づきグループ会社を含めた管理を行っている。また、人権、安全衛生、環境、製品安全、情

報セキュリティに関するリスクについては各専門委員会で、各規程に基づく適切な管理を行っている。 

  

(4）当事業年度における当社の役員に対する報酬等の額及び監査法人に対する報酬等の額は以下のとおりである。 

①役員の報酬等の額 

（注）１．当社には社外取締役はいない。 

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていない。 

３．報酬等の額には、第199回定時株主総会において承認された取締役賞与及び当事業年度に係る期間費用として引

当金計上した退職慰労金を含めている。 

②監査法人に対する報酬等の額 

  

 

取締役 242百万円 

監査役 41百万円（うち社外監査役 ２名 ５百万円）

 計 284百万円 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  28百万円 

上記以外の報酬  －百万円 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、第198期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第199期事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当連結

会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第198期事業年度（平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで）及び第199期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人に

より監査を受けている。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     16,873 11,150 

２．受取手形及び売掛金 
※３
※11 

  37,255 40,168 

３．有価証券     215 410 

４．棚卸資産 ※３   22,932 23,869 

５．繰延税金資産     1,149 1,595 

６．その他     1,436 1,525 

  貸倒引当金     △229 △276 

流動資産合計     79,633 38.0 78,444 38.8

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※１    

(1）建物及び構築物 ※３   34,945 33,726 

(2）機械装置及び運搬具 
※２
※３ 

  14,585 14,890 

(3）土地 ※３   13,716 13,891 

(4）建設仮勘定     355 1,039 

(5）その他     2,014 2,202 

有形固定資産合計     65,616 31.3 65,750 32.5

２．無形固定資産     912 0.4 858 0.4

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券 
※３
※４ 

  59,254 52,001 

(2）繰延税金資産     375 439 

(3）その他     4,550 5,326 

  貸倒引当金     △628 △579 

投資その他の資産合計     63,552 30.3 57,187 28.3

固定資産合計     130,080 62.0 123,797 61.2

資産合計     209,713 100 202,241 100 

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金 ※11   23,636 24,257 

２．短期借入金 ※３   23,050 20,951 

３．未払費用     2,221 2,415 

４．未払法人税等     1,705 957 

５．繰延税金負債     18 6 

６．従業員預り金     1,468 1,457 

７．賞与引当金     1,519 1,515 

８．役員賞与引当金     － 20 

９．その他 
※３
※11 

  3,050 3,596 

流動負債合計     56,671 27.0 55,177 27.3

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※３   3,839 2,671 

２．繰延税金負債     18,363 14,974 

３．退職給付引当金     8,980 8,788 

４．役員退職慰労引当金     596 576 

５．預り敷金・保証金 ※３   19,786 19,727 

６．その他 
※５
※６ 

  1,649 1,489 

固定負債合計     53,216 25.4 48,226 23.8

負債合計     109,888 52.4 103,403 51.1

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     4,018 1.9 － －



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※９   22,040 10.5 － －

Ⅱ 資本剰余金     18,256 8.7 － －

Ⅲ 利益剰余金     42,988 20.5 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    23,474 11.2 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     △7,755 △3.7 － －

Ⅵ 自己株式 ※10   △3,195 △1.5 － －

資本合計     95,807 45.7 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    209,713 100 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 22,040 10.9

２．資本剰余金     － － 18,257 9.0

３．利益剰余金     － － 44,894 22.2

４．自己株式     － － △3,218 △1.6

株主資本合計     － － 81,974 40.5

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 18,588 9.2

２．繰延ヘッジ損益     － － 3 0.0

３．為替換算調整勘定     － － △6,530 △3.2

評価・換算差額等合計     － － 12,061 6.0

Ⅲ 少数株主持分     － － 4,801 2.4

純資産合計     － － 98,837 48.9

負債純資産合計     － － 202,241 100 

       



②【連結損益計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     152,821 100 159,823 100 

Ⅱ 売上原価     125,253 82.0 133,772 83.7

売上総利益     27,568 18.0 26,050 16.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１
※２ 

  20,108 13.1 20,567 12.9

営業利益     7,459 4.9 5,482 3.4

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   193 221  

２．受取配当金   354 427  

３．為替差益   177 152  

４．持分法による投資利益   4 64  

５．その他   496 1,225 0.8 687 1,553 1.0

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   741 636  

２．棚卸資産評価損   254 102  

３．退職給付数理差異等償
却費用 

  226 －  

４．その他   835 2,058 1.4 761 1,499 0.9

経常利益     6,626 4.3 5,536 3.5

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   503 849  

２．裁判勝訴金 ※３ － 178  

３．固定資産売却益 ※４ 1,675 2,179 1.4 － 1,028 0.6

Ⅶ 特別損失      

１．構造改善関係費用 ※５ 33 873  

２．関係会社譲渡損失 ※６ － 323  

３．火災損失 ※７ － 179  

４．投資有価証券評価損   345 153  

５．固定資産撤去損 ※８ 78 54  

６．減損損失 ※９ 836 －  

７．海外関係会社退職給付
会計基準変更時差異償
却費用 

  145 －  



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

８．貸倒引当金繰入額   98 －  

９．その他   220 1,758 1.1 － 1,583 1.0

税金等調整前当期純利
益 

    7,047 4.6 4,981 3.1

法人税、住民税及び事
業税 

  2,916 1,912  

法人税等調整額   △603 2,312 1.5 △585 1,326 0.8

少数株主利益     438 0.3 560 0.4

当期純利益     4,296 2.8 3,093 1.9

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   18,256

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益   0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高   18,256

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   39,912

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益   4,296 4,296

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   1,158

２．役員賞与   62 1,220

Ⅳ 利益剰余金期末残高   42,988

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

22,040 18,256 42,988 △3,195 80,088

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △1,146   △1,146

役員賞与（注）   △40   △40

当期純利益   3,093   3,093

自己株式の取得   △24 △24

自己株式の処分   1 1 3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） － 1 1,906 △22 1,885

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

22,040 18,257 44,894 △3,218 81,974

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

23,474 － △7,755 15,718 4,018 99,825

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当（注）     △1,146

役員賞与（注）     △40

当期純利益     3,093

自己株式の取得     △24

自己株式の処分     3

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△4,885 3 1,224 △3,657 783 △2,874

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4,885 3 1,224 △3,657 783 △988

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

18,588 3 △6,530 12,061 4,801 98,837



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

  7,047 4,981 

減価償却費   5,687 5,602 

減損損失   836 － 

退職給付・役員退職慰
労引当金の増減額（△
＝減） 

  227 △229 

貸倒引当金の増減額
（△＝減） 

  136 62 

受取利息及び配当金   △547 △648 

支払利息   741 636 

為替差損益（△＝益）   △87 △177 

持分法による投資損益
（△＝益） 

  △4 △64 

有形・無形固定資産売
却損益（△＝益） 

  △1,626 72 

有形・無形固定資産廃
棄損 

  372 306 

有価証券売却損益（投
資有価証券売却損益を
含む）（△＝益） 

  △503 △582 

有価証券評価損(投資有
価証券評価損を含む) 

  355 153 

売上債権の増減額（△
＝増） 

  341 △2,662 

棚卸資産の増減額（△
＝増） 

  145 △629 

仕入債務の増減額（△
＝減） 

  1,208 527 

預り敷金・保証金の増
減額（△＝減） 

  △279 1 

その他（純額）   552 △1,016 

小計   14,607 6,331 

利息及び配当金の受取
額 

  522 688 

利息の支払額   △633 △512 

法人税等の支払額   △2,461 △2,691 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  12,035 3,814 



 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の純増減額 
（△＝増） 

  △47 1,755 

有価証券の取得による
支出 

  △30 △199 

有価証券の売却による
収入 

  79 4 

有形・無形固定資産の
取得による支出 

  △5,712 △5,734 

有形・無形固定資産の
売却による収入 

  1,421 535 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △2,571 △1,283 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  853 1,300 

貸付けによる支出   △151 △1 

貸付金の回収による収
入 

  460 63 

関係会社株式の取得に
よる支出 

  △34 △176 

連結範囲変更を伴う子
会社持分譲渡による支
出 

  － △62 

その他（純額）   3 △59 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △5,727 △3,858 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額
（△＝減） 

  △666 △415 

長期借入れによる収入   1,710 1,730 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △4,693 △4,058 

自己株式の取得による
支出 

  △924 △24 

自己株式の売却による
収入 

  0 3 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

配当金の支払額   △1,157 △1,147 

その他（純額）   △213 △220 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △5,945 △4,133 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額（△＝損） 

  414 210 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（△＝減） 

  777 △3,967 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  13,926 14,704 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  14,704 10,736 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 28社 (1）連結子会社の数 27社 

連結子会社名は、「第１．企業の概況４．関係会

社の状況」に記載しているため、省略している。 

なお、新三洋㈱は平成18年３月31日に会社清算し

たため、当連結会計年度末において連結子会社か

ら除外したが、清算時までの損益計算書について

は連結している。 

また、ラニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル㈲

とコトニフィシオ・クラシキ・ド・ブラジル㈲

は、平成18年１月１日に合併しクラシキ・ド・ブ

ラジル・テキスタイル㈲と社名を変更した。 

連結子会社名は、「第１．企業の概況４．関係会

社の状況」に記載しているため、省略している。 

なお、美倉毛紡織有限公司については、当社持分

をすべて譲渡したため、当連結会計年度より連結

子会社から除外した。 

(2）主要な非連結子会社名 (2）主要な非連結子会社名 

恒栄商事㈱ 同左 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社３社の合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等の額のうち持分に見

合う額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。 

非連結子会社４社の合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等の額のうち持分に見

合う額は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていない。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社は、１社（恒栄商事

㈱）である。 

(1）同左 

(2）持分法適用の関連会社は、２社（㈱倉敷国際ホテ

ル、タイ・テキスタイル・デベロップメント・ア

ンド・フィニッシング㈱）である。 

(2）同左 

(3）持分法を適用しない主要な非連結子会社名及び関

連会社名 

(3）持分法を適用しない主要な非連結子会社名及び関

連会社名 

浙江維納邦時装有限公司 桐郷倉紡時装有限公司 

（持分法を適用していない理由） （持分法を適用していない理由） 

持分法非適用会社５社は、それぞれ連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がない。 

持分法非適用会社７社は、それぞれ連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がない。 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、倉敷機械㈱の決算日は３月20

日、クラシキ・ド・ブラジル・テキスタイル㈲、タ

イ・クラボウ㈱、サイアム・クラボウ㈱、㈱クラボ

ウ・マヌンガル・テキスタイル、倉紡時装（香港）

有限公司、倉紡(珠海)紡織有限公司、美倉毛紡織有

限公司及び広州倉敷化工製品有限公司の決算日は12

月31日、クラキアメリカコーポレーションの決算日

は２月28日である。連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結決算上必要

な調整を行っている。 

その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ている。 

連結子会社のうち、倉敷機械㈱の決算日は３月20

日、クラシキ・ド・ブラジル・テキスタイル㈲、タ

イ・クラボウ㈱、サイアム・クラボウ㈱、㈱クラボ

ウ・マヌンガル・テキスタイル、倉紡時装（香港）

有限公司、倉紡(珠海)紡織有限公司及び広州倉敷化

工製品有限公司の決算日は12月31日、クラキアメリ

カコーポレーションの決算日は２月28日である。連

結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結決算上必要な調整を行っている。 

その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ている。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ア)有価証券 (ア)有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によっ

ている。（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定している。） 

決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ている。（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により

算定している。） 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっている。 同左 

(イ)デリバティブ (イ)デリバティブ 

時価法によっている。 同左 

(ウ)棚卸資産 (ウ)棚卸資産 

主として移動平均法に基づく低価法によってい

る。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は、主として定率法に

よっている。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては、定額法によっている。 

海外連結子会社は定額法によっている。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

(ア)貸倒引当金 (ア)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

同左 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(イ)賞与引当金 (イ)賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき、当連結会計年度負担額を計上してい

る。 

同左 

(ウ)      ────── (ウ)役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上している。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ20百万円減少してい

る。 

なお、営業利益への影響額に重要性がないた

め、セグメント情報に与える影響は記載してい

ない。 

(エ)退職給付引当金 (エ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしている。 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、主としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしている。 

（会計方針の変更）   

インドネシア国において退職給付債務に係る基

準が適用されたことなどにより、当連結会計年

度より海外連結子会社においても発生主義に基

づき引当計上することとした。 

これにより、営業利益及び経常利益は７百万円

減少し、特別損失として会計基準変更時差異の

一括償却費用を計上したことなどから税金等調

整前当期純利益は134百万円減少している。 

なお、営業利益への影響額に重要性がないた

め、セグメント情報に与える影響は記載してい

ない。 

  

(オ)役員退職慰労引当金 (オ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上している。 

同左 



 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

(ア)ヘッジ会計の方法 (ア)ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理に、金利スワップ

については、特例処理の要件を満たしている場

合は特例処理によっている。 

同左 

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約等   外貨建債権・債務 

金利スワップ   借入金 

同左 

(ウ)ヘッジ方針 (ウ)ヘッジ方針 

社内管理規程に基づき、為替相場や金利の市場

変動によるリスクを回避するためにデリバティ

ブ取引を利用しており、投機目的のものはな

い。 

同左 

(エ)ヘッジ有効性評価の方法 (エ)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動

を完全に相殺するものと想定することができる

ため、ヘッジ有効性の判定は省略している。 

同左 

(6）消費税等の会計処理 (6）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式

によっている。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価評価

法を採用している。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．        ────── 

連結調整勘定の償却については、10年間で均等償却

している。 

ただし、重要性のないものについては、一括償却し

ている。 

  

７．        ────── ７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんの償却については、投資ごと

に投資効果の発現する期間を見積り、20年以内で均

等償却している。 

なお、重要性がないものについては一時償却してい

る。 

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ８．        ────── 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した連

結会社の利益処分に基づいて作成している。 

  



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなる。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

る。 

これにより税金等調整前当期純利益は836百万円減少し

ている。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は94,032百万

円である。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （貸借対照表関係） 

前連結会計年度まで、有限会社に対する当社持分は、投

資その他の資産の「その他」に含めて表示していたが、

「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」

（平成17年法律第87号）第２条第２項により、有限会社

の持分が有価証券（株式）とみなされることとなったた

め、当連結会計年度より、投資その他の資産の「投資有

価証券」に含めて表示している。 

なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含めた有

限会社に対する持分は４百万円である。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

127,740百万円 127,078百万円 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は666百万円であ

る。 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は668百万円であ

る。 

※３．担保提供資産 ※３．担保提供資産 

(1）次の資産を短期借入金2,288百万円、長期借入

金（一年以内返済分を含む。）592百万円の担

保として財団抵当に供している。 

(1）次の資産を短期借入金1,688百万円、長期借入

金（一年以内返済分を含む。）249百万円の担

保として財団抵当に供している。 
  

建物及び構築物 1,548百万円

機械装置 808 〃 

土地 2,982 〃 

合計 5,339 〃 

建物及び構築物 1,609百万円

機械装置 635 〃 

土地 2,969 〃 

合計 5,214 〃 

(2）次の資産を短期借入金3,238百万円、長期借入

金（一年以内返済分を含む。）1,630百万円及

び預り保証金（一年以内返済分を含む。） 

10,698百万円の担保として抵当に供している。 

(2）次の資産を短期借入金2,962百万円、長期借入

金（一年以内返済分を含む。）898百万円及び

預り保証金（一年以内返済分を含む。） 

10,528百万円の担保として抵当に供している。 
  

受取手形 64百万円

棚卸資産 450 〃 

建物 11,138 〃 

機械装置 1,618 〃 

土地 3,119 〃 

投資有価証券 2,628 〃 

合計 19,019 〃 
  

棚卸資産 521百万円

建物 10,332 〃 

機械装置 1,459 〃 

土地 3,357 〃 

投資有価証券 1,330 〃 

合計 17,001 〃 

(3）投資有価証券のうち、株式54百万円を木管保証

金保全協会の取引保証として差入れている。 

(3）投資有価証券のうち、株式39百万円を木管保証

金保全協会の取引保証として差入れている。 

※４．非連結子会社及び関連会社項目 ※４．非連結子会社及び関連会社項目 

非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。 

非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。 
  

投資有価証券（株式） 910百万円 投資有価証券（株式） 1,218百万円

※５．連結調整勘定 ※５．       ────── 

固定負債の「その他」に含めた連結調整勘定は、 

459百万円である。 

  

※６．       ────── ※６．のれん及び負ののれん 

  固定負債の「その他」に含めた負ののれんは、

384百万円である。 

 ７．偶発債務  ７．偶発債務 

社会福祉法人石井記念愛染園の独立行政法人福祉

医療機構からの借入金2,400百万円に対し、連帯

保証を行っている。 

社会福祉法人石井記念愛染園の独立行政法人福祉

医療機構からの借入金2,334百万円に対し、連帯

保証を行っている。 
  
 ８．受取手形割引高 727百万円  ８．受取手形割引高 718百万円

※９．当社の発行済株式の総数 ※９．       ────── 

普通株式 246,939千株   



  

（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※10．当社が保有する自己株式の数 ※10．       ────── 

普通株式  17,579千株   

※11．       ────── ※11．連結会計年度末日満期手形等 

  連結会計年度末日満期手形及び確定期日現金決済

（手形と同条件で手形期日に現金決済する方式）

の会計処理については、手形交換日及び入出金日

をもって決済処理している。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の連結会計年度末日満期手形等が連

結会計年度末残高に含まれている。 

  受取手形 817百万円

受取手形割引高 129 〃 

売掛金 326 〃 

支払手形 569 〃 

買掛金 143 〃 

設備代支払手形 11 〃 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要

な費目及び金額は次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要

な費目及び金額は次のとおりである。 
  

  

運賃・保管料・荷造費 3,138百万円

貸倒引当金繰入額 94 〃 

給料手当 4,931 〃 

賞与引当金繰入額 639 〃 

退職給付費用 403 〃 

減価償却費 483 〃 

研究開発費 1,453 〃 

運賃・保管料・荷造費 3,320百万円

貸倒引当金繰入額 117 〃 

給料手当 4,963 〃 

賞与引当金繰入額 638 〃 

役員賞与引当金繰入額 20 〃 

退職給付費用 415 〃 

減価償却費 536 〃 

研究開発費 1,444 〃 

※２．一般管理費に含まれている研究開発費は1,453百

万円である。 

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれて

いない。 

※２．一般管理費に含まれている研究開発費は1,444百

万円である。 

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれて

いない。 

※３．       ────── ※３．裁判勝訴金は、ブラジル国の連結子会社が電力会

社に対して行っていた預託金返還についての裁判

に勝訴したものである。 

※４．固定資産売却益は、連結子会社の土地及び建物

（愛知県一宮市の工場等の跡地）の売却によるも

の864百万円及び連結子会社が持分法適用会社に

売却していた土地（大阪府大阪市）をグループ外

に売却したことにより実現した売却益535百万円

などである。 

※４．       ────── 



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．構造改善関係費用は、海外連結子会社における事

業改革に伴う特別退職金である。 

※５．構造改善関係費用は、当社及び連結子会社におけ

る繊維事業の再構築に伴う建物の撤去費用、設備

の廃棄損などである。 

※６．       ────── ※６．関係会社譲渡損失は、中国の連結子会社の当社持

分譲渡に伴う譲渡損265百万円及び債権放棄損失

44百万円などである。 

※７．       ────── ※７．火災損失は、中国の連結子会社における火災に伴

い発生した現状復旧費用などである。 

※８．固定資産撤去損は、建物及び構築物の撤去に係る

ものである。 

※８．同左 

  

※９．減損損失 ※９．       ────── 

当社グループは、事業資産については管理会計上

の区分で、貸与資産及び遊休資産については個別

の物件単位でグルーピングを行っている。 

当連結会計年度において、以下の貸与資産及び遊

休資産につき、地価が大幅に下落しているため帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（836百万円）として特別損失に計上し

た。 

なお、回収可能価額は主に不動産鑑定評価を基に

評価した正味売却価額により測定している。 

  

  

場所 用途 種類 
減損損失
（百万円）

千葉県八千代市 貸与資産 
土地及び建
物等 

※638

岡山県真庭市 遊休資産 土地 126

栃木県小山市ほ
か２件 

遊休資産 
投資その他
の資産（そ
の他） 

71

※減損損失の主な固定資産の種類ごとの内訳   

   千葉県八千代市 638（うち、土地616、建物及び

構築物19、その他２）百万円 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売渡しによるものである。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 246,939 ― ― 246,939 

合計 246,939 ― ― 246,939 

自己株式 

普通株式 17,579 74 10 17,643 

合計 17,579 74 10 17,643 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,146 ５ 平成18年３月31日 平成18年６月30日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,146 利益剰余金 ５ 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 16,873百万円

預入期間が３カ月を超える定期
預金 

△2,170 〃 

取得日から３カ月以内に償還さ
れる短期投資（有価証券） 

1 〃 

現金及び現金同等物 14,704 〃 

現金及び預金勘定 11,150百万円

預入期間が３カ月を超える定期
預金 

△415 〃 

取得日から３カ月以内に償還さ
れる短期投資（有価証券） 

1 〃 

現金及び現金同等物 10,736 〃 

２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 

────── ────── 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

科目 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

有形固定資産     

機械装置及
び運搬具 

276 117 158

その他 691 361 330

合計 968 479 489

科目
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

有形固定資産     

機械装置及
び運搬具 

305 138 166 

その他 630 343 287 

合計 936 482 453 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

（注）同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 182百万円

１年超 306 〃 

合計 489 〃 

１年内 181百万円

１年超 271 〃 

合計 453 〃 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 216百万円

減価償却費相当額 216 〃 

支払リース料 202百万円

減価償却費相当額 202 〃 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略している。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在） 

  

 

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 15,604 55,278 39,674 

債券 － － － 

その他 183 183 0 

小計 15,787 55,462 39,674 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 502 484 △17 

債券 742 733 △9 

その他 － － － 

小計 1,244 1,217 △26 

合計 17,032 56,680 39,647 

  売却額 933百万円

  売却益の合計額 506 〃 

  売却損の合計額 2 〃 

  その他有価証券  

  非上場株式 1,274百万円

  非上場外国債券 125 〃 

  その他 479 〃 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円）

債券  

国債 － 328 － － 

社債 － － － － 

その他 15 100 10 － 

合計 15 428 10 － 



当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日現在） 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 16,286 47,830 31,544 

債券 20 20 0 

その他 183 184 0 

小計 16,489 48,034 31,545 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 529 407 △121 

債券 1,038 1,037 △1 

その他 － － － 

小計 1,568 1,444 △123 

合計 18,057 49,479 31,421 

  売却額 1,305百万円

  売却益の合計額 849 〃 

  売却損の合計額 1 〃 

  その他有価証券  

  非上場株式 1,132百万円

  非上場外国債券 110 〃 

  その他 471 〃 

種類 １年以内（百万円）
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円）

債券  

国債 329 20 － － 

社債 － － － － 

その他 199 199 10 － 

合計 528 219 10 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在）及び当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容  同左 

当社グループは、通貨関連では為替予約取引等、金

利関連では金利スワップ取引を行っている。 

  

(2）取引に対する取組方針   

当社グループは、基本的に通常の業務を遂行する上

で発生する債権債務の範囲内で、デリバティブ取引

を利用することとしており、投機目的のものはな

い。 

  

(3）取引の利用目的   

為替予約取引等は、主として原材料等の輸入による

外貨建債務の為替変動による債務増大リスクを回避

するために利用し、また、金利スワップ取引は、長

期借入金の金利上昇リスクを回避するために利用し

ている。 

なお、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッ

ジ有効性の評価方法等については、「連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項 ４．(5)」に記

載している。 

  

(4）取引に係るリスクの内容   

通貨、金利関連のデリバティブ取引は、為替相場や

金利の市場変動によるリスクと取引相手方の債務不

履行による信用リスクを有している。 

なお、当社グループの取引相手先はいずれも信用度

の高い銀行であるため、信用リスクはほとんどない

と認識している。 

  

(5）取引に係るリスク管理体制   

当社グループのデリバティブ取引は社内管理規程に

基づいて財務担当部署で執行しており、定期的に実

施状況を担当役員に報告するとともに、残高状況を

常務会または取締役会に報告している。 

  



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社の一部は、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度（総合設立型）、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けており、当社において退職給付信託を設定している。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払

う場合がある。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

 

  前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） △14,929 △14,490 

(2）年金資産（百万円）      （注）１ 11,144 10,644 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △3,785 △3,846 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） △2,027 △1,038 

(5）未認識過去勤務債務（百万円） △554 △488 

(6）連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)
（百万円） 

△6,368 △5,372 

(7）前払年金費用（百万円） 2,612 3,415 

(8）退職給付引当金(6)－(7)（百万円） △8,980 △8,788 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）１．このほか、総合設立型の厚生年金基金制度 

の年金資産が802百万円ある。 

  （注）１．このほか、総合設立型の厚生年金基金制度

の年金資産が927百万円ある。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、主として簡便法を採用している。 

  ２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、主として簡便法を採用している。 



３．退職給付費用に関する事項 

  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）勤務費用（百万円）      （注）２ 746 783 

(2）利息費用（百万円） 236 242 

(3）期待運用収益（百万円） △53 △79 

(4）会計基準変更時差異の費用処理額（百万
円） 

145 ― 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 292 △37 

(6）過去勤務債務の費用処理額(百万円) △63 △62 

(7）退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋
(6)（百万円） 

1,303 846 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金を 

115百万円支払っている。 

  （注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金を 

241百万円支払っている。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「(1）勤務費用」に計上してい

る。 

  ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「(1）勤務費用」に計上してい

る。 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2）割引率（％） 主として2.0 同左

(3）期待運用収益率（％） 2.0 同左

(4）過去勤務債務の額の処理年数 主として10年（発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によ

り費用処理している。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 主として10年（各連結会計年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理す

ることとしている。） 

同左 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 一括費用処理 ― 



（税効果会計関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （百万円）

  賞与引当金 616 

  未払事業税 169 

  棚卸資産評価損 257 

  退職給付引当金 3,730 

  役員退職慰労引当金 242 

  有価証券評価損 229 

  減損損失 324 

  未実現利益 413 

  繰越欠損金 664 

  その他 626 

繰延税金資産小計 7,274 

評価性引当額 △1,755 

繰延税金資産 （百万円）

  賞与引当金 615 

  未払事業税 97 

  棚卸資産評価損 238 

  退職給付引当金 3,443 

  役員退職慰労引当金 233 

  有価証券評価損 873 

  減損損失 301 

  未実現利益 408 

  繰越欠損金 840 

  その他 584 

繰延税金資産小計 7,636 

評価性引当額 △1,612 

繰延税金資産合計 5,518 繰延税金資産合計 6,023 

繰延税金負債  

  退職給付信託設定益 △747 

  固定資産圧縮積立金 △4,254 

  その他有価証券評価差額金 △16,041 

  土地評価差額金 △1,204 

  その他 △127 

繰延税金負債合計 △22,375 

繰延税金負債の純額 △16,857 

繰延税金負債  

  退職給付信託設定益 △869 

  固定資産圧縮積立金 △4,074 

  その他有価証券評価差額金 △12,701 

  土地評価差額金 △1,220 

  その他 △103 

繰延税金負債合計 △18,969 

繰延税金負債の純額 △12,945 

    

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている。 

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれている。 

  （百万円）   （百万円）

流動資産－繰延税金資産 1,149

固定資産－繰延税金資産 375

流動負債－繰延税金負債 △18

固定負債－繰延税金負債 △18,363

流動資産－繰延税金資産 1,595 

固定資産－繰延税金資産 439 

流動負債－繰延税金負債 △6 

固定負債－繰延税金負債 △14,974 



  

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△2.4 

固定資産未実現利益税効果未認識額 △3.1 

海外子会社の適用税率差 △2.9 

評価性引当額 △1.3 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.8 

  （％）

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△4.7 

税額控除 △4.0 

海外子会社の適用税率差 △1.8 

評価性引当額 △6.5 

その他 △1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっている。 

２．各事業区分の主要製品等 

(1）繊維事業   …綿・合繊・羊毛その他各種素材の繊維製品 

(2）化成品事業  …ポリウレタンフォーム、合成木材、無機建材、機能性フィルム、精密ろ過関連製品及び高性能エン

プラ製品 

(3）不動産活用事業…不動産の賃貸、ホテル・レストラン・ゴルフ練習場・自動車教習所の経営 

(4) 工作機械事業 …工作機械、産業機械 

(5）その他の事業 …環境制御等の機器・装置、情報システム機器、検査・計測システム、バイオ関連製品、食品、リネ

ンサプライ・クリーニング並びに食料品・日用品・土産物等の小売販売 

 

  
繊維事業 
（百万円）

化成品事
業 
（百万円） 

不動産活
用事業 
（百万円）

工作機械
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損
益 

     

  売上高      

(1）外部顧客に対す
る売上高 

85,130 38,748 6,528 6,424 15,989 152,821 － 152,821

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

53 6 219 － 78 358 (358) －

計 85,184 38,755 6,747 6,424 16,067 153,179 (358) 152,821

営業費用 82,231 37,822 3,932 5,272 15,440 144,699 662 145,362

営業利益 2,952 932 2,815 1,151 627 8,480 (1,021) 7,459

Ⅱ．資産、減価償却費
及び資本的支出 

     

資産 83,648 28,640 22,780 9,135 14,231 158,437 51,276 209,713

減価償却費 2,733 1,051 1,055 118 686 5,644 43 5,687

減損損失 － 638 － 71 － 710 126 836

資本的支出 2,405 945 114 163 700 4,330 38 4,368

  
繊維事業 
（百万円）

化成品事
業 
（百万円） 

不動産活
用事業 
（百万円）

工作機械
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損
益 

     

  売上高      

(1）外部顧客に対す
る売上高 

87,452 42,762 6,624 6,530 16,453 159,823 － 159,823

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

52 4 231 － 114 402 (402) －

計 87,504 42,766 6,856 6,530 16,567 160,226 (402) 159,823

営業費用 86,448 41,875 3,825 5,242 16,289 153,680 659 154,340

営業利益 1,056 891 3,031 1,287 278 6,545 (1,062) 5,482

Ⅱ．資産、減価償却費
及び資本的支出 

     

資産 86,849 31,842 22,051 9,767 14,255 164,766 37,475 202,241

減価償却費 2,821 1,097 986 103 541 5,551 51 5,602

資本的支出 3,546 1,426 13 481 506 5,975 42 6,017



３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度1,047百万円、当連結会計年度

1,062百万円であり、その内容は、親会社の研究開発費の一部である。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度51,505百万円、当連結会計年度37,583百万円

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等である。 

  

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりである。 

(1）アジア……………中国、タイ、インドネシア 

(2）その他の地域……ブラジル、米国 

３．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３.」と同一で

ある。 

４．資産のうち「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注４.」と同一であ

る。 

 

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 133,313 14,257 5,250 152,821 － 152,821

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,927 2,421 3 4,352 (4,352) －

計 135,240 16,679 5,254 157,173 (4,352) 152,821

営業費用 129,188 14,939 4,729 148,857 (3,495) 145,362

営業利益 6,052 1,739 524 8,316 (857) 7,459

Ⅱ．資産 137,709 16,667 4,694 159,071 50,642 209,713

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 140,859 13,219 5,744 159,823 － 159,823

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,733 2,100 5 3,838 (3,838) －

計 142,592 15,319 5,750 163,661 (3,838) 159,823

営業費用 137,370 14,734 5,233 157,337 (2,997) 154,340

営業利益 5,222 584 517 6,324 (841) 5,482

Ⅱ．資産 142,254 17,527 5,076 164,858 37,382 202,241



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりである。 

(1）アジア……………中国、タイ、インドネシア 

(2）その他の地域……ブラジル、米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 29,771 8,395 38,166

Ⅱ．連結売上高（百万円） 152,821

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割
合（％） 

19.5 5.5 25.0

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 29,029 9,308 38,337

Ⅱ．連結売上高（百万円） 159,823

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割
合（％） 

18.2 5.8 24.0



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成

19年３月31日） 

該当事項はない。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 417.54円

１株当たり当期純利益 18.39円

１株当たり純資産額 410.11円

１株当たり当期純利益 13.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 4,296 3,093 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 40 ― 

（うち利益処分による役員賞与金） （40） （―） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,256 3,093 

普通株式の期中平均株式数（千株） 231,437 229,331 



    ２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

  
前連結会計年度末

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） ― 98,837 

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円） 

― 4,801 

（うち少数株主持分） （―） （4,801） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 94,035 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
― 229,295 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 重要な子会社の事業の一部停止 

当社及び連結子会社の倉敷染工株式会社（資本金

300百万円、当社の議決権比率100％）は、平成18年

４月28日開催の各取締役会において、倉敷染工株式

会社の繊維事業の停止を決議した。同社の繊維事業

の停止に伴い、建物の撤去費用、設備の廃棄損など

平成19年３月期の連結会計年度において、約11億円

の特別損失が発生する見込みである。 

なお、当社の個別財務諸表に及ぼす影響はない見込

みである。 

 重要な子会社の解散 

当社は平成19年４月27日開催の取締役会において、

100％出資子会社である倉敷染工株式会社を平成19

年５月31日付で解散することを決議した。清算結了

日は平成19年８月31日の予定である。 

なお、同社は平成18年11月30日に繊維事業を行って

いた工場跡地の譲渡契約を締結しており、平成19年

７月中旬に引き渡す予定である。 

これに伴い、平成20年３月期の連結会計年度におい

て、約46億円の特別利益「固定資産売却益」が発生

する予定である。 



⑤【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．１年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高には、徳島県（（財）地域総合整備財団）からの無利息の借入れ95百万

円が含まれている。 

３．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定

額は次のとおりである。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 19,500 18,563 2.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,549 2,388 1.3 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,839 2,671 1.8 
平成20年4月～ 
平成32年3月 

その他の有利子負債     

従業員預り金 1,468 1,457 1.6 － 

預り保証金（１年以内） 169 169 2.0 － 

預り保証金（１年超） 7,672 7,503 2.0 平成20年4月～ 

（うち利払い未到来分） (6,117) (6,117) － 平成35年3月 

合計 36,200 32,752 － － 

  区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  長期借入金 1,140 702 176 553 

  その他の有利子負債 577 577 577 577 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
第１９８期

（平成18年３月31日） 
第１９９期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     9,639 3,912 

２．受取手形 
※５
※10 

  4,677 5,483 

３．売掛金 
※５
※10 

  21,009 22,661 

４．製品     8,145 8,213 

５．原料     1,216 1,118 

６．仕掛品     4,004 4,068 

７．貯蔵品     320 312 

８．前払費用     62 71 

９．繰延税金資産     730 610 

10．未収入金     548 558 

11．その他     203 1,192 

貸倒引当金     △217 △126 

流動資産合計     50,341 30.0 48,078 30.1

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※１    

(1）建物 ※３   25,084 24,185 

(2）構築物     2,984 2,884 

(3）機械装置 ※２   6,133 6,450 

(4）車両・運搬具     12 12 

(5）工具・器具・備品     1,133 1,271 

(6）土地 ※３   6,223 6,224 

(7）建設仮勘定     175 469 

有形固定資産合計     41,748 24.8 41,497 26.0

       



 

   
第１９８期

（平成18年３月31日） 
第１９９期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産      

(1）借地権     18 18 

(2）ソフトウェア     379 298 

(3）その他     71 66 

無形固定資産合計     469 0.3 383 0.2

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券 ※４   57,667 50,044 

(2）関係会社株式     8,822 14,921 

(3）出資金     5 1 

(4）関係会社出資金     5,076 － 

(5）長期貸付金     1 1 

(6）従業員長期貸付金     19 17 

(7）関係会社長期貸付金     602 535 

(8）破産債権・再生債
権・更生債権その他
これらに準ずる債権 

    40 14 

(9）長期前払費用     － 138 

(10）前払年金費用     2,612 3,415 

(11）その他     691 693 

貸倒引当金     △40 △14 

投資その他の資産合計     75,497 44.9 69,768 43.7

固定資産合計     117,715 70.0 111,649 69.9

資産合計     168,057 100 159,727 100 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形 
※５
※10 

  3,467 3,769 

２．買掛金 
※５
※10 

  13,621 13,891 

３．短期借入金     7,275 7,075 

４．一年以内に返済予定の
長期借入金 

    1,219 660 

５．未払金     857 734 

６．未払費用     1,269 1,312 



 

   
第１９８期

（平成18年３月31日） 
第１９９期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

７．未払法人税等     909 461 

８．前受金     315 298 

９．預り金 ※３   223 213 

10．賞与引当金     921 908 

11．役員賞与引当金     － 20 

12．従業員預り金     1,468 1,457 

13．設備代支払手形     178 193 

14．その他     0 0 

流動負債合計     31,727 18.9 30,997 19.4

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金     726 65 

２．繰延税金負債     16,524 14,121 

３．退職給付引当金     6,386 6,523 

４．役員退職慰労引当金     416 393 

５．関係会社構造改善費用
引当金 

    1,269 266 

６．預り敷金・保証金 ※３   19,577 19,517 

７．その他     1,176 1,104 

固定負債合計     46,076 27.4 41,991 26.3

負債合計     77,803 46.3 72,988 45.7

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※７   22,040 13.1 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   15,255 －  

２．その他資本剰余金      

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

  3,000 －  

(2）自己株式処分差益   0 －  

資本剰余金合計     18,256 10.8 － －



  

 

   
第１９８期

（平成18年３月31日） 
第１９９期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   4,090 －  

２．任意積立金      

(1）配当準備積立金   2,500 －  

(2）従業員保護基金   330 －  

(3）特別償却準備金   4 －  

(4）固定資産圧縮積立金   6,188 －  

(5）別途積立金   11,000 －  

３．当期未処分利益   5,592 －  

利益剰余金合計     29,705 17.7 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    23,447 14.0 － －

Ⅴ 自己株式 ※８   △3,195 △1.9 － －

資本合計     90,253 53.7 － －

負債及び資本合計     168,057 100 － －

       



  

  

   
第１９８期

（平成18年３月31日） 
第１９９期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 22,040 13.8

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 15,255  

(2）その他資本剰余金   － 3,002  

資本剰余金合計     － － 18,257 11.4

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 4,090  

(2）その他利益剰余金      

配当準備積立金   － 2,500  

従業員保護基金   － 330  

固定資産圧縮積立金   － 5,651  

別途積立金   － 12,000  

繰越利益剰余金   － 6,523  

利益剰余金合計     － － 31,095 19.5

４．自己株式     － － △3,218 △2.0

株主資本合計     － － 68,175 42.7

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 18,563 11.6

２．繰延ヘッジ損益     － － △0 △0.0

評価・換算差額等合計     － － 18,563 11.6

純資産合計     － － 86,738 54.3

負債純資産合計     － － 159,727 100 

       



②【損益計算書】 

 

   
第１９８期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     101,078 100 106,441 100 

Ⅱ 売上原価      

１．製品期首棚卸高   7,877 8,145  

２．当期製品製造原価   86,793 93,167  

合計   94,670 101,313  

３．棚卸資産評価損振替高   29 4  

４．他勘定振替高 ※１ 633 970  

５．製品期末棚卸高   8,145 85,862 84.9 8,213 92,124 86.5

売上総利益     15,215 15.1 14,317 13.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２
※３ 

  12,151 12.1 12,292 11.6

営業利益     3,064 3.0 2,025 1.9

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   34 84  

２．受取配当金 ※４ 743 974  

３．技術援助料 ※４ 281 286  

４．資産賃貸料   97 94  

５．為替差益   178 68  

６．その他   83 1,419 1.4 179 1,686 1.6

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   275 273  

２．固定資産処分損   － 103  

３．棚卸資産廃棄損   115 72  

４．退職給付数理差異等償
却費用 

  226 －  

５．その他   382 1,000 1.0 199 649 0.6

経常利益     3,482 3.4 3,063 2.9

Ⅵ 特別利益      

１．関係会社構造改善費用
引当金取崩益 

  287 1,002  

２．投資有価証券売却益   498 849  

３．貸倒引当金戻入益 ※５ － 76  

４．関係会社清算配当金   614 1,400 1.4 － 1,928 1.8

       



  

 

   
第１９８期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失      

１．関係会社株式評価損   － 228  

２．関係会社譲渡損失 ※６ － 171  

３．構造改善関係費用 ※７ － 168  

４．投資有価証券評価損   247 110  

５．減損損失 ※８ 765 －  

６．貸倒引当金繰入額 ※９ 160 －  

７．固定資産撤去損 ※10 29 1,201 1.2 － 679 0.6

税引前当期純利益     3,680 3.6 4,312 4.1

法人税、住民税及び事
業税 

  1,620 700  

法人税等調整額   △97 1,522 1.5 1,054 1,754 1.7

当期純利益     2,158 2.1 2,557 2.4

前期繰越利益     3,433 － 

当期未処分利益     5,592 － 

       



製造原価明細書 

 （注）１．経費のうち主なものは、次のとおりである。 

２．原価計算の方法は、次のとおりである。 

繊維部門・化成品部門 …… 加工費工程別総合原価計算 

その他非繊維部門 ………… 個別原価計算 

  

   
第１９８期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 原料費     60,358 69.8 66,104 70.9

Ⅱ 加工費      

１．材料費   2,762 2,836  

２．労務費   6,882 6,860  

３．経費   16,428 26,072 30.2 17,375 27,072 29.1

Ⅲ 当期総製造費用     86,431 100 93,177 100 

仕掛品期首棚卸高     4,349 4,004 

合計     90,781 97,181 

棚卸資産評価損振替高     △17 △54 

仕掛品期末棚卸高     4,004 4,068 

当期製品製造原価     86,793 93,167 

       

    第１９８期 第１９９期 

  外注加工費 8,166百万円 9,237百万円

  減価償却費 2,681 〃 2,626 〃 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

  
第１９８期

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   5,592

Ⅱ 任意積立金取崩額   

１．特別償却準備金取崩額   2

２．固定資産圧縮積立金取崩額   281 283

合計   5,876

Ⅲ 利益処分額   

１．配当金   1,146

２．取締役賞与金   20

３．任意積立金   

別途積立金   1,000 2,166

Ⅳ 次期繰越利益   3,709

    



株主資本等変動計算書 

第１９９期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他
利益 

剰余金 
（※） 

利益
剰余金 
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

22,040 15,255 3,000 18,256 4,090 25,615 29,705 △3,195 66,806

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の取崩 
＜前事業年度分＞（注） 

    － －   －

特別償却準備金の取崩 
＜当事業年度分＞ 

    － －   －

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜前事業年度分＞
（注） 

    － －   －

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜当事業年度分＞ 

    － －   －

別途積立金の積立（注）     － －   －

剰余金の配当（注）     △1,146 △1,146   △1,146

役員賞与（注）     △20 △20   △20

当期純利益     2,557 2,557   2,557

自己株式の取得     △24 △24

自己株式の処分     1 1 1 3

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

     

事業年度中の変動額合計
（百万円） 

－ － 1 1 － 1,390 1,390 △22 1,369

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

22,040 15,255 3,002 18,257 4,090 27,005 31,095 △3,218 68,175



※ その他利益剰余金の内訳 

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

  次へ 

  

その他利益剰余金

配当準備
積立金 

従業員保
護基金 

特別償却
準備金 

固定資産
圧縮 

積立金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

その他 
利益 
剰余金 
合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 2,500 330 4 6,188 11,000 5,592 25,615 

事業年度中の変動額       

特別償却準備金の取崩 
＜前事業年度分＞（注） 

    △2 2 － 

特別償却準備金の取崩 
＜当事業年度分＞ 

    △2 2 － 

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜前事業年度分＞（注） 

    △281 281 － 

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜当事業年度分＞ 

    △255 255 － 

別途積立金の積立（注）     1,000 △1,000 － 

剰余金の配当（注）     △1,146 △1,146 

役員賞与（注）     △20 △20 

当期純利益     2,557 2,557 

事業年度中の変動額合計（百万円） － － △4 △536 1,000 931 1,390 

平成19年３月31日 残高（百万円） 2,500 330 － 5,651 12,000 6,523 27,005 

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 23,447 － 23,447 90,253

事業年度中の変動額  

特別償却準備金の取崩 
＜前事業年度分＞（注） 

  －

特別償却準備金の取崩 
＜当事業年度分＞ 

  －

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜前事業年度分＞（注） 

  －

固定資産圧縮積立金 
の取崩＜当事業年度分＞ 

  －

別途積立金の積立（注）   －

剰余金の配当（注）   △1,146

役員賞与（注）   △20

当期純利益   2,557

自己株式の取得   △24

自己株式の処分   3

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

△4,883 △0 △4,883 △4,883

事業年度中の変動額合計（百万円） △4,883 △0 △4,883 △3,514

平成19年３月31日 残高（百万円） 18,563 △0 18,563 86,738



重要な会計方針 

 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法によっている。 同左 

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法によってい

る。（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定してい

る。） 

決算日の市場価格等に基づく時価法によってい

る。（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定してい

る。） 

時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法によっている。 同左 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっている。 同左 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品、原料及び仕掛品 (1）製品、原料及び仕掛品 

移動平均法に基づく低価法によっている。 同左 

(2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく原価法によっている。 同左 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、定額法に

よっている。 

同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間（５年）、市場販売目的のソ

フトウェアについては見込販売期間（３年）に基

づく定額法によっている。 

同左 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 

同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基

づき、当事業年度負担額を計上している。 

同左 



 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）     ────── (3）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支

給見込額に基づき計上している。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適

用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ20百万円減少している。 

(4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしてい

る。 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上している。 

同左 

(6）関係会社構造改善費用引当金 (6）関係会社構造改善費用引当金 

関係会社の整理統合・体質強化等の構造改善に伴

う費用のうち、当社の支援・負担見込額を計上し

ている。 

同左 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっている。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理に、金利スワップにつ

いては、特例処理の要件を満たしている場合は特

例処理によっている。 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建債権・債務 

金利スワップ   借入金 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

社内管理規程に基づき、為替相場や金利の市場変

動によるリスクを回避するためにデリバティブ取

引を利用しており、投機目的のものはない。 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定することができるため、

ヘッジ有効性の判定は省略している。 

同左 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 ８．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式

によっている。 

同左 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

している。これにより税引前当期純利益は765百万円減

少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

────── 

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は86,739百

万円である。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成している。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表関係） （貸借対照表関係） 

────── 
前事業年度まで、有限会社に対する当社持分は、投資そ

の他の資産の「関係会社出資金」又は「出資金」に含め

て表示していたが、「会社法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律」（平成17年法律第87号）第２条第２

項により、有限会社の持分が有価証券（株式）とみなさ

れることとなったため、当事業年度より、投資その他の

資産の「関係会社株式」又は「投資有価証券」に含めて

表示している。 

なお、当事業年度末の「関係会社株式」に含めた有限会

社に対する持分は5,076百万円、「投資有価証券」に含

めた有限会社に対する持分は４百万円である。 

（損益計算書関係） （損益計算書関係） 

１．前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示していた為替差益は、営業外収益の100分の10を

超えることとなったため、当事業年度から「為替差

益」として区分掲記することとした。 

なお、前事業年度の「為替差益」は46百万円であ

る。 

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示し

ていた固定資産処分損は、営業外費用の100分の10を超

えることとなったため、当事業年度から「固定資産処分

損」として区分掲記することとした。 

なお、前事業年度の「固定資産処分損」は82百万円であ

る。 

２．前事業年度まで区分掲記していた「棚卸資産評価

損」（当事業年度は15百万円）は、営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することとした。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

第１９８期 
（平成18年３月31日） 

第１９９期
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

82,663百万円 83,161百万円 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は666百万円であ

る。 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は668百万円であ

る。 

※３．有形固定資産のうち担保提供資産 ※３．有形固定資産のうち担保提供資産 

安城及び木曽川ショッピングビルの次の資産を預

り保証金（一年以内返済分を含む。）10,698百万

円の担保として抵当に供している。 

安城及び木曽川ショッピングビルの次の資産を預

り保証金（一年以内返済分を含む。）10,528百万

円の担保として抵当に供している。 
  

建物 9,495百万円

土地 21 〃 

合計 9,516 〃 

建物 9,064百万円

土地 21 〃 

合計 9,085 〃 

※４．投資有価証券のうち担保提供資産 ※４．投資有価証券のうち担保提供資産 

(1）株式54百万円を木管保証金保全協会の取引保証

として差入れている。 

(1）株式39百万円を木管保証金保全協会の取引保証

として差入れている。 

(2）株式2,628百万円を関係会社（㈱クラボウ・マ

ヌンガル・テキスタイル）の長期借入金544百

万円の担保に供している。 

(2）株式1,330百万円を関係会社（㈱クラボウ・マ

ヌンガル・テキスタイル）の長期借入金（一年

以内返済分を含む。）544百万円の担保に供し

ている。 

※５．関係会社に係る注記 ※５．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおり

である。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主な資産及び負債は次のとおり

である。 
  

流動資産 受取手形 9百万円

  売掛金 2,928 〃 

流動負債 支払手形 214 〃 

  買掛金 2,538 〃 

流動資産 受取手形 1百万円

  売掛金 3,231 〃 

流動負債 支払手形 210 〃 

  買掛金 3,330 〃 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 

関係会社等の金融機関等からの借入金に対する債

務保証 

関係会社等の金融機関等からの借入金に対する債

務保証 
  

倉敷機械㈱ 400百万円

㈱アップライズ 350 〃 

㈱クラボウ・マヌンガル・
テキスタイル 

338 〃 

社会福祉法人石井記念愛染

園（連帯保証） 
2,400 〃 

合計 3,488 〃 

  

㈱アップライズ 400百万円

社会福祉法人石井記念愛染

園（連帯保証） 
2,334 〃 

合計 2,734 〃 

  
※７．会社が発行する株式の総数  

普通株式 977,011千株

発行済株式の総数  普通株式 246,939 〃 

  
※７．      ──────  



  

（損益計算書関係） 

 

第１９８期 
（平成18年３月31日） 

第１９９期
（平成19年３月31日） 

  
※８．会社が保有する自己株式の数  

普通株式 17,579千株
  
※８．      ──────  

 ９．配当制限  ９．      ────── 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は23,447

百万円である。 

  

※10．      ────── ※10．事業年度末日満期手形等の会計処理 

  事業年度末日満期手形及び確定期日現金決済（手

形と同条件で手形期日に現金決済する方式）の会

計処理については、手形交換日及び入出金日をも

って決済処理している。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の事業年度末日満期手形等が事業年度末

残高に含まれている。 

  受取手形 544百万円

売掛金 400 〃 

支払手形  13 〃 

買掛金  31 〃 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は、見本費（229百万円）、

建設仮勘定（210百万円）、棚卸資産廃棄損（106

百万円）ほかへの振替額である。 

※１．他勘定振替高の内訳は、建設仮勘定（515百万

円）、見本費（236百万円）ほかへの振替額であ

る。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は44％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56％である。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は44％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56％である。 

主要な費目及び金額は次のとおりである。 
  

運賃・保管料・荷造費 1,894百万円

見本・デザイン費 354 〃 

貸倒引当金繰入額 31 〃 

給料手当 2,683 〃 

賞与 673 〃 

賞与引当金繰入額 411 〃 

退職給付費用 312 〃 

旅費通信費 777 〃 

減価償却費 341 〃 

研究開発費 1,242 〃 

運賃・保管料・荷造費 1,996百万円

見本・デザイン費 390 〃 

給料手当 2,726 〃 

賞与 626 〃 

賞与引当金繰入額 396 〃 

役員賞与引当金繰入額 20 〃 

退職給付費用 307 〃 

旅費通信費 811 〃 

減価償却費 386 〃 

研究開発費 1,216 〃 

※３．一般管理費に含まれている研究開発費は1,242百

万円である。 

なお、当事業年度の製造費用には、研究開発費は

含まれていない。 

※３．一般管理費に含まれている研究開発費は1,216百

万円である。 

なお、当事業年度の製造費用には、研究開発費は

含まれていない。 



  

（株主資本等変動計算書関係） 

第199期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売渡しによるものである。 

  

  

  次へ 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※４．営業外収益のうち関係会社に係る主なものは次の

とおりである。 

※４．営業外収益のうち関係会社に係る主なものは次の

とおりである。 
  

受取配当金 394百万円

技術援助料 226 〃 

受取配当金 555百万円

技術援助料 234 〃 

※５．       ────── ※５．関係会社に対する債権に係る貸倒引当金の戻入額

である。 

※６．       ────── ※６．関係会社譲渡損失は、中国の連結子会社の当社持

分譲渡に伴う譲渡損114百万円及び債権放棄損失

44百万円などである。 

※７．       ────── ※７．構造改善関係費用は、繊維事業の再構築に伴う固

定資産処分損などである。 

※８．減損損失 ※８．       ────── 

当社は、事業資産については管理会計上の区分

で、貸与資産及び遊休資産については個別の物件

単位でグルーピングを行っている。 

当事業年度において以下の貸与資産及び遊休資産

につき、地価が大幅に下落しているため帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（765百万円）として特別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は主に不動産鑑定評価を基に

評価した正味売却価額により測定している。 

  

  

場所 用途 種類 減損損失

千葉県 
八千代市 

貸与資産 
土地及び
建物等 

※638

岡山県 
真庭市 

遊休資産 土地 126

※減損損失の主な固定資産の種類ごとの内訳 

千葉県八千代市638（うち、土地616、建物15、

構築物4、その他2）百万円 

  

※９．関係会社に対する債権に係る貸倒引当金繰入額で

ある。 

※９．       ────── 

※10．固定資産撤去損は、建物及び構築物の撤去に係る

ものである。 

※10．       ────── 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 17,579 74 10 17,643 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

科目 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両・運搬具 48 23 24

工具・器具・
備品 

412 187 225

合計 461 210 250

科目
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

車両・運搬具 59 22 37 

工具・器具・
備品 

391 251 140 

合計 451 273 178 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

（注）同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 93百万円

１年超 156 〃 

合計 250 〃 

１年内 95百万円

１年超 82 〃 

合計 178 〃 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

（注）同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 99百万円

減価償却費相当額 99 〃 

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96 〃 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略している。 

同左 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

種類 

第１９８期（平成18年３月31日） 第１９９期（平成19年３月31日） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価(百万円) 差額(百万円)
貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 374 4,251 3,876 374 2,457 2,082



（税効果会計関係） 

 

第１９８期 
（平成18年３月31日） 

第１９９期
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 （百万円）

  賞与引当金 373 

  未払事業税 107 

  棚卸資産評価損 140 

  退職給付引当金 2,698 

  役員退職慰労引当金 168 

  有価証券評価損 932 

  関係会社構造改善費用引当金 515 

  減損損失 301 

  その他 316 

繰延税金資産小計 5,555 

評価性引当額 △536 

繰延税金資産合計 5,019 

繰延税金負債  

  退職給付信託設定益 △747 

  特別償却準備金 △1 

  固定資産圧縮積立金 △4,037 

  その他有価証券評価差額金 △16,026 

繰延税金負債合計 △20,812 

繰延税金負債の純額 △15,793 

繰延税金資産 （百万円）

  賞与引当金 368 

  未払事業税 63 

  棚卸資産評価損 109 

  退職給付引当金 2,558 

  役員退職慰労引当金 159 

  有価証券評価損 811 

  関係会社構造改善費用引当金 108 

  減損損失 301 

  その他 272 

繰延税金資産小計 4,752 

評価性引当額 △842 

繰延税金資産合計 3,910 

繰延税金負債  

  退職給付信託設定益 △869 

  固定資産圧縮積立金 △3,862 

  その他有価証券評価差額金 △12,688 

繰延税金負債合計 △17,420 

繰延税金負債の純額 △13,510 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5

以下であるため、記載を省略している。 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

    ２．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

第１９８期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第１９９期
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 393.41円

１株当たり当期純利益 9.24円

１株当たり純資産額 378.28円

１株当たり当期純利益 11.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

  
第１９８期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第１９９期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 2,158 2,557 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 20 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (20) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,138 2,557 

普通株式の期中平均株式数（千株） 231,437 229,331 

  
第１９８期

(平成18年３月31日) 
第１９９期 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 86,738 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る事業年度末の純資産  

（百万円） 
－ 86,738 

１株当たり純資産の算定に用いられた事業

年度末の普通株式の数（千株） 
－ 229,295 

第１９８期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第１９９期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

────── 重要な子会社の解散 

当社は平成19年４月27日開催の取締役会において、

100％出資子会社である倉敷染工株式会社を平成19年

５月31日付で解散することを決議した。清算結了日は

平成19年８月31日の予定である。 

これに伴い、平成20年3月期において、約23億円の特

別利益「関係会社清算配当金」が発生する見込みであ

る。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,438 6,888 

㈱みずほフィナンシャルグループ 9,415 7,145 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 3,146.86 4,185 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 781,636 908 

㈱中国銀行 3,535,520 5,476 

㈱百十四銀行 2,303,346 1,642 

㈱広島銀行 900,245 584 

㈱伊予銀行 380,359 450 

三井住友海上火災保険㈱ 2,047,062 3,027 

丸紅㈱ 605,000 433 

豊田通商㈱ 82,684 248 

三菱商事㈱ 319,000 872 

㈱三陽商会 1,162,425 1,228 

㈱オンワード樫山 233,000 381 

㈱東京スタイル 208,800 269 

長瀬産業㈱ 448,000 665 

椿本興業㈱ 500,000 229 

㈱大和 1,464,482 410 

㈱クラレ 1,947,804 2,479 

東レ㈱ 700,000 596 

片倉工業㈱ 190,000 384 

信越化学工業㈱ 274,050 1,970 

グンゼ㈱ 1,504,000 1,030 

㈱ワコールホールディングス 400,141 597 

㈱アシックス 843,095 1,112 

㈱自重堂 229,320 272 

テイ・エス テック㈱ 211,000 825 

㈱タクマ 381,000 304 

ダイソー㈱ 1,000,000 404 

㈱奥村組 468,000 302 

大和ハウス工業㈱ 671,000 1,297 



  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱中央倉庫 244,000 341 

㈱みずほフィナンシャルグループ
第13回第13種優先株式 

500 500 

その他(59銘柄) 12,097,189 1,729 

計 36,151,657.86 49,195 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

三井住友銀行ユーロ円建永久劣後債 400 408 

計 400 408 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

(投資事業有限責任組合)   

投資事業有限責任組合（2銘柄） 51 139 

(優先出資証券) 

ＭＴＨ ＰＲＥＦＥＲＲＥＤ
ＣＡＰＩＴＡＬ １（ＣＡＹＭＡＮ）
ＬＩＭＩＴＥＤ 

300 300 

計 351 439 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額の主なものは、次のとおりである。 

機械装置   津工場  ： 樹脂加工機ほか              621百万円 

       徳島工場 ： 染色粉体計量・溶解設備ほか        263百万円 

       安城工場 ： 異繊維選別装置ほか            201百万円 

  

建設仮勘定  津工場  ： 樹脂加工機ほか              763百万円 

       鴨方工場 ： モールド工場建設及び生産設備導入ほか   609百万円 

       徳島工場 ： 染色粉体計量・溶解設備ほか        269百万円 

  

    ２．当期減少額の主なものは、次のとおりである。 

       機械装置   津工場  ： 織機ほか                1,502百万円 

              群馬工場 ： ボイラーほか               196百万円 

  

３．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略している。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 51,306 516 36 51,786 27,600 1,402 24,185

構築物 5,644 56 19 5,681 2,796 150 2,884

機械装置 54,674 1,612 2,301 53,985 47,534 1,139 6,450

車両・運搬具 141 2 11 132 120 2 12

工具・器具・備品 6,244 467 331 6,380 5,109 306 1,271

土地 6,223 1 1 6,224 － － 6,224

建設仮勘定 175 2,951 2,657 469 － － 469

有形固定資産計 124,411 5,608 5,359 124,659 83,161 3,001 41,497

無形固定資産    

借地権 － － － 18 － － 18

ソフトウェア － － － 630 331 123 298

その他 － － － 196 130 18 66

無形固定資産計 － － － 845 461 141 383

長期前払費用 － 158 19 138 － － 138

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額 57百万円及び個別引当分の回収などによ

る不要額 78百万円である。 

２．関係会社構造改善費用引当金の当期減少額の「その他」は、対象会社の業績が回復し、構造改善費用の発生する見込み

がなくなったことによる戻入額である。 

  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金 257 50 31 135 140

賞与引当金 921 908 921 － 908

役員賞与引当金 － 20 － － 20

役員退職慰労引当金 416 73 96 － 393

関係会社構造改善費用引当金 1,269 － － 1,002 266



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

ア．相手先別内訳 

  

イ．期日別内訳 

  

③ 売掛金 

ア．相手先別内訳 

 

区分 金額（百万円）

現金 12 

預金 

当座預金 416 

普通預金 1,396 

通知預金 1,349 

定期預金 736 

郵便振替 1 

計 3,899 

合計 3,912 

相手先 金額（百万円）

エムシーアパレル㈱ 326 

難波プレス工業㈱ 254 

フランスベッド㈱ 176 

ウチヤマコーポレーション㈱ 173 

㈱岩田商会 147 

その他 4,404 

合計 5,483 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

金額（百万円） 1,537 1,937 859 985 163 5,483

相手先 金額（百万円）

㈱ユニクロ 3,528 

新東亜交易㈱ 1,393 

東名化成㈱ 1,146 

㈱クラボウテキスタイル 1,030 

㈱マツオカコーポレーション 766 

その他 14,795 

合計 22,661 



イ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれているため、損益計算書の売上高とは一致しない。 

  

④ 製品 

  

⑤ 原料 

  

 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

21,009 110,777 109,124 22,661 82.8 71.9 

品名 金額（百万円）

綿・合繊糸 1,552 

綿・合繊布 3,038 

綿・合繊製品 962 

毛糸 496 

毛織物 583 

毛製品 112 

化成品 1,155 

その他非繊維製品 312 

合計 8,213 

品名 金額（百万円）

綿・合繊原料 528 

羊毛原料 73 

化成品原料 479 

その他非繊維原料 35 

合計 1,118 



⑥ 仕掛品 

  

⑦ 貯蔵品 

  

⑧ 関係会社株式 

  

 

品名 金額（百万円）

綿・合繊糸 598 

綿・合繊布 1,779 

綿・合繊製品 8 

毛糸 102 

毛織物 187 

毛製品 169 

化成品 375 

その他非繊維製品 847 

合計 4,068 

品名 金額（百万円）

ボビン 140 

補助材料その他 172 

合計 312 

銘柄 金額（百万円）

クラシキ・ド・ブラジル・テキスタイル(有) 5,076 

㈱クラボウ・マヌンガル・テキスタイル 2,512 

倉紡時装（香港）有限公司 1,835 

タイ・クラボウ㈱ 1,334 

広州倉敷化工製品有限公司 673 

その他 3,490 

合計 14,921 



⑨ 支払手形 

ア．相手先別内訳 

  

イ．期日別内訳 

  

⑩ 買掛金 

 

相手先 金額（百万円）

㈱マツオカコーポレーション 1,504 

豊島㈱ 257 

東名化成㈱ 136 

信友㈱ 129 

日出染業㈱ 118 

その他 1,623 

合計 3,769 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

金額（百万円） 1,250 1,367 944 195 9 3,769

相手先 金額（百万円）

興和㈱ 1,156 

長瀬産業㈱ 1,031 

東名化成㈱ 878 

㈱クラボウテキスタイル 830 

稲畑産業㈱ 803 

その他 9,190 

合計 13,891 



⑪ 繰延税金負債 

  

⑫ 預り敷金・保証金 

（注）ダイヤモンドリース㈱は、平成19年４月１日をもってＵＦＪセントラルリース㈱と合併し、三菱ＵＦＪリース㈱となった。 

  

(3）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

項目 金額（百万円）

その他有価証券評価差額金 12,688 

固定資産圧縮積立金 3,862 

退職給付信託設定益 869 

退職給付引当金 △2,558 

有価証券評価損 △811 

減損損失 △301 

役員退職慰労引当金 △159 

関係会社構造改善費用引当金 △108 

評価性引当額 842 

その他 △202 

合計 14,121 

相手先 金額（百万円）

ダイヤモンドリース㈱ 7,880 

㈱マイカル 7,786 

その他 3,850 

合計 19,517 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注）１．平成19年２月23日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなった。 

（平成19年５月７日から実施） 

取扱場所  大阪市北区堂島浜１丁目１番５号 

      三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券及び1,000株未満の株式の数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 （注１）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び支店
野村証券株式会社 本店及び支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１.喪失登録   １件につき 10,000円
２.喪失登録株券 １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り・売渡し （注２） 

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 （注１）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び支店
野村証券株式会社 本店及び支店 

買取・売渡手数料 株式の取扱いに関する手数料として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 （注３）

株主に対する特典 なし 



    ２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定による

請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元

未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有していない。 

    ３．当社は、会社法第440条第４項の規定により決算公告を行っていないが、当社ホームページに決算情報を掲載している。

（ホームページアドレス http://www.kurabo.co.jp） 

 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第198期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第199期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

平成18年12月18日関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 

平成18年４月14日 

平成18年５月12日 

平成18年６月14日 

平成18年７月12日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

平成18年11月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の

発生）に基づく臨時報告書である。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はない。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月29日

倉敷紡績株式会社     

  取締役会   御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 吉川 雅偉  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西脇 幸平  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西原 健二  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

倉敷紡績株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」が適用されることとなっ

たため、同会計基準及び同適用指針を適用している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月28日に連結子会社である倉敷染工株式会社の繊

維事業の停止を決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月28日

倉敷紡績株式会社     

  取締役会   御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市田 龍   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 操司  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷紡績株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

倉敷紡績株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

（重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成19年４月27日開催の取締役会において、100％出資子会社であ

る倉敷染工株式会社を平成19年５月31日付で解散することを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月29日

倉敷紡績株式会社     

  取締役会   御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 吉川 雅偉  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西脇 幸平  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 西原 健二  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷紡績株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第198期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、倉敷

紡績株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当期より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」が適用されることとなっため、同会計基準及び同適用指針を適用してい

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成19年６月28日

倉敷紡績株式会社     

  取締役会   御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市田 龍   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 操司  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷紡績株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第199期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、倉敷

紡績株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成19年４月27日開催の取締役会において、100％出資子

会社である倉敷染工株式会社を平成19年５月31日付で解散することを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

  

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管している。 
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